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事業報告概要 

 

2011 年 3月 11 日に発生した東日本大震災を境に当団体（以降ＳＣＪ）の事業は歴史的な変化を

遂げた。地震・津波・原発事故という三つの相次ぐ大災害が衝撃的な映像とともに世界中に伝え

られたことからまず海外のメディアが大きく反応、その結果、世界各国の SC にも問合せや寄付・

支援の申込が殺到した。ＳＣＪはそれまで国内の災害に対応した経験は無かったが、未曾有の被

災規模と国内外の大きな関心と期待の中にあって、救援活動に乗り出すことはセーブ・ザ・チル

ドレン（以降ＳＣ）メンバーとしての使命であった。 

 

セーブ・ザ・チルドレン・インターナショナル（以降ＳＣＩ）からの技術的・資金的支援も受け

ながら、ＳＣＪはまず避難所において、子どもどうしが安心して遊べるスペース「子どもひろば」

の開設から活動を開始した。他の救援団体がおとな向けの支援に傾注しているさなか、いち早く

「子どもの保護」に取り組んだこの活動は被災者やメディアから高く評価された。その後、子ど

もの学校への復帰を支援するための学用品配付が活動に加わり、被災した学校に対する仮設トイ

レ設置、給食補助食支援、通学支援など一連の「教育」支援活動へと発展した。さらに、復興段

階に移るのに伴い、子どもの意見を行政の復興計画に反映させる「子どもにやさしい地域社会づ

くり」も活動に加わった。こうしてＳＣＪは現在上記の三つの分野において５ヵ年計画のもとで

支援活動を継続している。 

 

東日本大震災は新たなパートナーシップへの道も拓いた。単なる寄付先ではなく現場で事業を実

施できる NGO を企業が連携先として求めたことにより、ＳＣＪはサントリーホールディングス株

式会社（以降サントリー）・キリンホールディングス株式会社（以降キリン）・ソニー株式会社（以

降ソニー）などと、主に教育分野で共同事業を実施することになった。こうした事業の拡大は、

他方で組織・人員の急速な拡大も伴いマネジメントに大きなチャレンジをもたらしたが、事業立

案体制の確立や内部統制システムの整備について、ボストン コンサルティング グループ（以降

BCG）およびアクセンチュア株式会社（以降アクセンチュア）よりプロボノによるコンサルティ

ング・サービスが提供されたことは企業との新たな連携の形として特筆される。さらに現場の多

種多様なニーズに応えるため、現地の NPO や PTA など市民グループと連携する「コミュニティ・

イニシアチブ事業」もスタートした。 

 

このように 2011 年のＳＣＪ事業は東日本大震災への救援・復興支援を中心に展開することとな

ったが、他の国際協力団体がおしなべて海外事業のための資金・人材の確保に苦しむなか、従来

の海外事業へのコミットメントを維持しただけでなく、独立行政法人国際協力機構（以降 JICA）

とのコンサル案件や、株式会社リコー(以降リコー) との社会貢献とマーケティングを目指した

教育支援事業案件など、官民パートナーの本体事業における連携案件を実現できたことも大きな

成果であった。 

 

最後に、ＳＣＪは 2011 年中に公益社団法人への移行手続を無事完了し、社会に対し、より大き
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な役割と説明責任を果たしていくことになった。 

 

事業報告詳細 

Ⅰ 東南アジア・北東アジア地域 

１．ベトナム 

① 総合的子どもの発達事業 

［目的］ 特に貧困地域といわれる北部山岳地域で総合的な子どもの発達を促進する。 

［事業期間］ 2010 年 10 月～2012 年 1 月 

［事業地域］ 北部イエンバイ省、ルックイエン郡 

［対象人口］ 直接裨益者：2 歳未満の子ども約 600 人、妊産婦約 400 人、出産可能年齢の 

女性 5,000 人 

［活動内容］  

・子どもの栄養と母乳育児に関する知識や技術の向上 

保健ボランティアによる知識の啓発などにより、適切な食事を摂取する母親の割合が 21%から

63%まで、完全母乳育児を行う母親の割合が 21%から 56%へ向上するなど、母親の栄養、母乳

育児に関する実践に改善がみられた。 

・栄養回復プログラムや妊産婦健診のアクセスおよび質の向上 

妊産婦検診を受ける母親の割合が 74%から 83%に向上するなど、妊産婦の健康状態に改善がみ

られた。また、地域における栄養不良の子どもはほぼすべて、栄養回復プログラムの活動に参加

しており、子どもの栄養改善にも貢献した。 

・貧困世帯における食材の確保 

家庭菜園を設置した世帯の割合は 82%から 98%までに上昇したが、特に秋（9 月～11 月）の野

菜の確保が難しく、年間を通じて野菜を確保できるまでには至っていない。 

・事業パートナーの能力強化 

省、郡、コミューンで事業運営員会が設置され、各レベルで事業に対するモニタリングの手法及

びアドバイスの方法等が話し合われ、事業パートナーにより主体的に事業が運営されるようにな

った。 

 

② ベトナム北部山岳地域における育児指導を通じた子どもの栄養改善事業 

［目的］ イエンバイ省の子どもの栄養不良が改善される。 

［事業期間］ 2009 年 2 月～2010 年 5 月、2010 年 8 月～2011 年 11 月 

［事業地域］ 北部イエンバイ省、バンチャン郡 

［対象人口］ 直接裨益者：7 歳以下の子ども約 6,200 人、妊産婦や保護者など約 12,000 人 

［活動内容］  

・妊産婦の栄養に関する知識の提供と啓発 

子どもの栄養改善においては、栄養回復センターの開催などにより、発育障害の割合が 6 村平均

で約 3％の減尐、また出産後 1 時間以内に初乳を与える母親の割合は 6 村平均で 11％もの増加

を見せた。 
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・地域ベースの栄養改善の整備及び妊産婦健診の実施 

妊婦の健康促進に関しては、保健ボランティアによる知識の啓発などにより、出産までに 3 回以

上の妊産婦検診を受ける妊婦の割合が 6 村平均で 33％向上し、世帯内で優先的に食事を取るよ

うになった母親の割合は 6 村平均で 35％増加した。 

・世帯レベルの食料確保の強化 

家庭菜園などを推奨し、3 種類以上の果樹を保有している世帯の割合が 52％上昇し、また十分な

野菜を摂取している世帯の割合は 13％増加するなど、食料の量および質が向上した。 

・事業パートナーの能力強化 

パートナー独自のモニタリング・事業アドバイス手法を村、郡、省の各レベルで開発し、多くの

行政官がその技術を身に付けることができた。 

 

③ 地域の自然資源と伝統的知恵を利用した栄養改善事業 

［目的］ 地域の自然資源と伝統的知恵を利用した栄養改善に貢献する。 

［事業期間］ 2010 年 11 月～2012 年 10 月 

［事業地域］ 北部イエンバイ省バンチャン郡（一部ルックイエン郡） 

［対象人口］ 直接裨益者：約 1,300 人の 2 歳未満児、約 9,000 人の出産可能年齢（15 歳以

上 49 歳以下）の女性および 500 人の妊産婦、約 20 名の行政官 

［活動内容］ 栄養教育・保健活動（②の活動内容と同様） 

・食料確保、過去の栄養事業のインパクト持続性に関する調査の実施 

4 月に食料確保に関する調査を実施し、フードギャップ期間、および、これを補う可能性のある

食料の特定を行った。また、ルックイエン郡においては、8 月に、過去の子どもの栄養発達事業

の持続性に関する調査を実施した。これらの結果は 2012 年度に実施する食料確保・栄養改善事

業に反映する。 

・伝統料理レシピ集の作成 

12 月に、地域住民が摂取している地場の食材、地域の自然資源（昆虫、甲殻類、水草、山菜）

に関する調査を実施し、今後の栄養改善モデルの改良に役立てる。なお、調査はいずれも大学教

員など専門家との連携により実施されている。 

 

④ ベトナム山岳地域における子どもの栄養改善事業－完全栄養母乳育児の推進 

［目的］ 出産直後から生後6か月までの子どもたちの完全母乳育児率を向上させる。ま

た完全母乳育児推進モデルを構築する。 

［事業期間］ 2009 年 4 月～2011 年 3 月 

［事業地域］ 北部イエンバイ省バンチャン郡 

［対象人口］ 直接裨益者：生後 6 か月未満の子ども約 50 人とその母親役 100 人（計画時） 

［活動内容］  

・完全母乳育児の推進 

郡の保健局職員集落ボランティア等に対する完全母乳育児研修、母親学級・父親学級設立、活動

及び家庭訪問を通した完全母乳育児および母乳育児への家族によるサポート促進、郡の保健局職
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員へのモニタリング指導を通じて、完全母乳育児を推進した。初乳を捨てる母親の割合は、30%

から 11%まで減尐し、完全母乳育児を実践する母親の割合が 54%から 69%に向上するなど、妊

産婦の母乳育児に関する行動が変容した。 

 

⑤ メコンデルタにおける水害被災者への食料配布および衛生環境整備事業 

［目的］ メコンデルタにて発生した水害により被災した家庭への食料配布および衛生

環境の整備を行う。 

［事業期間］ 2011 年 11 月～2012 年 1 月 

［事業地域］ アンザン省、ドンタップ省 

［対象人口］ 洪水の被害を受けた特に貧しい 6,800 世帯 

［活動内容］  

・微量栄養素を含む食料セットの配布 

日常的な食料の確保が困難な 2,000 世帯に対して、米を除いた食料セットの配布を行った。胎児

や乳幼児の成長促進に不可欠なビタミン A やヨウ素などの微量栄養素を含む食料セットを配布

することで、栄養改善につながった。 

・衛生環境の整備 

被災世帯および学校や幼稚園に対して、水のろ過機（1800 個）および衛生キット（1,500 セッ

ト）を配布、また、正しい衛生に関する知識を普及するためのキャンペーンを行った。これによ

り、被災した人びとが、衛生状況を改善することができた。 

 

⑥ メコンデルタ地域の女性起業による経済向上支援事業 

［目的］ 主に女性の起業を支援し、所得向上・自立するようにする。 

［事業期間］ 2009 年 9 月～2013 年 9 月 

［事業地域］ 南部カマウ省、カントー省及びハウザン省 

［対象人口］ 直接裨益者：983 人（貸付の対象者数）、間接受益者：2,793 人（貸付の対象

となった世帯の子どもや家族） 

［活動内容］  

・小規模金融へのアクセスの向上および貯蓄の向上 

18～50 歳の労働可能で、低所得者層、特に、寡婦など生活が困難な状況にある女性を中心に、

小規模のローンの貸付を行い、貯蓄を支援した。 

・起業のための能力強化 

家畜飼育や農業、小規模ビジネスなど起業に必要なスキル、および、貯蓄を向上させるために必

要な家計の管理に関する研修を、貸付の対象者に実施した。 

 

２．ミャンマー 

① 母乳・補助食の栄養指導と生計向上支援事業（第 1-2 期） 

［目的］ 5 歳未満の子どもたちの慢性栄養不良を予防するとともに、急性栄養不良の子

どもたちを早期発見し、回復を目指す。 
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［事業期間］ 2010 年 3 月～2011 年 5 月、2011 年 10 月～2012 年 9 月 

［事業地域］ バゴ西管区テゴン・タウンシップ 

［対象人口］ 直接裨益者：5 歳未満 1800 名及びその母親 1800 名、妊婦 900 名、家族 3,600 

世帯（18,000 名） 

［活動内容］  

・受益者の栄養に関する知識の向上と行動変容の促進 

事業全体としては事業開始直後に調査した 5 歳未満の栄養不良児の割合が 11.6％から 5.9％に減

るなど目覚ましい効果を確認することができた。完全母乳育児や栄養に関する知識の啓発により、

完全母乳育児の実践率は 9％から 45％に上昇し、また、子どもに必要な食事（種類・頻度）を与

える母親の割合も事業開始直後の 27％から 77％に増加した。 

・急性栄養不良児の回復 

急性栄養不良に陥った 116 名の子どもたちに、食事療法を実施した。 

・貧困世帯の生計の向上 

養鶏では 30 村で 86 の養鶏グループが作られ、当事業実施期間内に 27,066 個の卵を収穫するこ

とができ、内 62％の卵が栄養不良の子どもに消費された。菜園でも 61 の住民グループが作られ

た。 

 

② 安全な水と衛生環境へのアクセス向上事業 

［目的］ 今後の災害に強いコミュニティ作りの対策として、安全な水へのアクセスと衛

生生活環境の向上を目指す。 

［事業期間］ 2010 年 10 月～2011 年 5 月 

［事業地域］ エーヤワディ地域のライン・ボン地区（ナルギスの被災地） 

［対象人口］ 6,906 人（うち、子どもは 2,798 人） 

［活動内容］  

・安全な水のための環境整備 

女性や子どもたちを含めた多くの村人との協働作業を通じ、2村でため池の建設、4村で修復、

全約 1,600 世帯に対する家庭用ろ過器やトイレ資材の支援、対象村内の小学校 10 校への雤水貯

水タンクと子ども用トイレの設置を行った。 

・衛生に関する知識の向上と行動変容の促進 

受益者どうしが互いに教え合う「ピア・エデュケーション」の手法を用いながら、手洗い習慣の

啓発活動などを行うなど、コミュニティで衛生向上についての啓発活動を行った。また、行動変

容を定着に結び付けるため、村内で水と衛生のための委員会を組織したり、地元政府の水と衛生

活動の運営能力の強化を行ったりした。 

 

③ ミャンマー・ラカイン州ミエボン サイクロン・ギリ被災者への水衛生（WASH）キット緊

急支援事業 
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［目的］ ラカイン州・ミエボン・タウンシップの南部 7 村のサイクロン被災世帯に対し

て水衛生（WASH）キットの配布を行うことで、水の運搬・保存、安全な飲

料水の確保、衛生状態の改善を目指す。 

［事業期間］ 2010 年 11 月～2011 年 1 月 

［事業地域］ ラカイン州 ミエボン・タウンシップ 

［対象人口］ 直接裨益者：サイクロンで被害が甚大だった 7 村の被災民 2,040 世帯（9,448

名） 

［活動内容］  

・被災世帯への水と衛生キットの配布 

被災世帯住民 2,040 世帯に対し、家庭用 WASH キットの配布を行った。配布の際、村民に水に

関する衛生教育も実施し、配布したキットの使用法や適切な手洗いの仕方、水の保存方法などの

知識が向上した。  

 

④ 洪水で被災した子どもたちのための基礎教育支援および保護の活動 

［目的］ 洪水による被害を受けた環境においても、子どもたちが安心して学習を継続で 

きるよう、子どもたちの学習環境の整備を行う。 

［事業期間］ 2011 年 10 月～2011 年 12 月 

［事業地域］ マグウェ地域 パコック・タウンシップ、セイ・ピュー・タウンシップ 

［対象人口］ 811 人の子どもおよび 15 人の教員 

［活動内容］  

・子どもたちへの学用品セットの配布および教具の配布 

被災の影響により、学習を継続することが困難な子どもたち、また、指導を継続することが困難

な教員に対して、811 セットの学用品および 15 セットの教具を配布した。これにより、子ども

たちが遅延なく学習を再開することができた。 

 

３．フィリピン  

① 教育および保健事業 

［目的］ ・保健サービスの提供および保健サービスの質の改善を通じて、南コバト州南

部のティボリで暮らす子ども達の衛生環境を改善する。 

        ・研修の実施を通じて、南コバト州南部ティボリで暮らす子ども達、保護者、

教育関係者への子どもの権利および保護に対する意識を高める。 

［事業期間］ 2010 年 7 月～2011 年 6 月 

［事業地域］ 南コバト州南部のティボリ 

［対象人口］ 直接裨益者：研修等に参加した 760 人 

［活動内容］  

・ 学校と地域での保健検診 
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  特に都市部から離れた状況にある 2 つの村と学校で保健検診を実施した。医師と歯科医によ

る診察だけではなく、口腔ケアや手洗い、身だしなみや母乳育児などの研修も一緒にした「保

健ケア」を実施し、1042 名の子どもと 234 名の保護者が参加した。 

・ 小学校と児童センターに対する応急手当キットの提供 

多くの学校や児童センターでは、予算上、応急手当に関する備品を十分に用意できない為、

56 か所の児童センターと 46 校を対象に、解熱剤、感冒薬、下痢止め等が含まれた応急手当

キットを合計 102 セット配布した。 

・ 児童センター員を対象にした基本応急トレーニングの実施 

地域行政と協力して、応急処置のトレーニングと子どもの安全に対する研修を実施し、56 人

の児童センター員と 3 人の地域行政担当者が参加した。 

・ 養護教諭を対象にした応急手当の再研修の実施 

学校の養護教諭を対象に、応急手当トレーニングを実施した。20 村から 46 人の養護教諭が

参加した。 

・ 子どもの権利および保護の研修の実施 

各村の保護者や教育関係者 59 人に対して、学校や家庭での児童虐待をなくすための研修を

実施した。また、89 人の子ども達が参加したワークショップでは、子ども達自身にも権利に

ついての研修を行った。 

 

４．モンゴル 

① 教育事業 

［目的］ 公教育現場における生徒に対する体罰、不正な金銭の徴収、差別を削減し、生

徒が教員との健全な信頼関係の下で教育を受けられるようになる。 

［事業期間］ 2008 年 10 月～2011 年 9 月（完了） 

［事業地域］ ウランバートル市 2 地区（チンゲルテイ地区、ハンオール地区） 

       ドルノド県 

［対象人口］ 直接裨益者：対象校の生徒 21,529 人、教員・学校関係者約 900 人、保護者 330

人他 

［活動内容］  

・法に準拠した学校運営監理（＝グッド・ガバナンス）の奨励 

学校運営責任者及び教員が改正教育法を理解することを目的に、運営責任者への研修、訪問交

換会、中等教育における法律や条例の編集と発行、各学校での学校指導要綱作成と指導を行った。 

・教員のポジティブ・ディシプリン（PD）指導法の実践のための支援 
PD 指導書開発と配布、教員への集中講義、各学校でのフォローアップ研修、訪問交換会を行

った。 

・対象校の生徒・保護者の学校運営監理への積極的な参加推進 

生徒会、保護者会設立と運営支援、意見箱設置、学校・生徒・地域住民を巻き込んだ保護者会

による地域安全マップの作成、訪問交換会を行った。 

・国家監査局・教育監査課の監査アプローチの向上のための支援 

国家監査局への各種研修、教育関係者や保護者との協議会の実施、政策提言活動を行った。 
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・一般市民への啓発活動 
公教育現場における体罰、不正な金銭の徴収、差別の現状と改正教育法への理解のため、ジャ

ーナリストへの各種研修、広報活動、現地メディア（新聞・TV 放送）や屋外広報、キャンペー
ンを実施。 

 
・改正教育法抵触行為の被害者に対する法的サポート体制づくり 
地元弁護士と協働し、弁護士への各種研修を実施し、法的サポートチームを立ち上げ、ガイドラ
イン書を作成、配布した。 

 

② 教育事業（幼稚園） 

［目的］ 対象地区の幼児（2 歳～5 歳）が、「子どもにやさしい」環境を整えた幼稚園に

おいて、養護、保護、教育、社会的しつけの要素を含む、包括的な権利基盤型

のカリキュラムによる幼児教育を受けられるようになる。 

［事業期間］ 2011 年 8 月 23 日～2012 年 8 月 22 日（継続） 

［事業地域］ ウランバートル市 4 地区（ソンギノ・ハイルハン地区、チンゲルテイ地区、 

ハンオール地区、バヤンズルフ地区） 

［対象人口］ 直接裨益者数 2,756 名（うち 2 歳~5 歳までの対象幼稚園の幼児数は約 2,400 

名）間接裨益者数 133,831 名  

［活動内容］  

・事業運営の基盤づくり 

16 の対象幼稚園を選抜し、幼稚園管理者・教諭・助手・医・保護者と事業開始のための会

議を開催した。また、各幼稚園代表からなる事業運営グループを結成し、定例会（毎月）、

事業の進め方、効果的な評価方法に関する研修を提供した。 

・事業ベースライン調査と現状の見直し 

幼稚園の現状と人材育成ニーズ調査を行った。その結果、以下 3つの研修を行うための教材

の開発、指導者の育成を行った。幼稚園教諭に「子どもにやさしい教授法実践研修」と「保

護者に対する子どもにやさしい育児法指導研修」、幼稚園管理職員を対象に「子どもにやさ

しい幼稚園運営研修」、幼稚園関係者に「保護者会の設立と運営研修」。また、モンゴル国立

教育大学幼児教育学科が実施する幼稚園教諭の卒後教育カリキュラムと教材の見直し、幼稚

園教諭助手と幼稚園医の卒後教育を新規立ち上げるため、同大学と共にカリキュラムと教材

の第一ドラフトを作成した。また、国家監査局と共に、子どもにやさしいコンセプトを盛り

込むよう監査基準を見直し、幼稚園関係者に紹介した。 

・啓発活動 

メディア関係者を集めて、幼児教育の重要性と現状に対する理解を促すワークショップを開

催し、幼児教育カレンダーを作成し関係者に配布するなど、幼児教育に関する啓発活動に取

り組んだ。 

 

③ 子ども保護事業（緊急時） 

［目的］ 緊急災害時における子ども養護施設その他公共機関においての防災能力の強

化をする。 

［事業期間］ 2011 年 9 月 1 日～2012 年 8 月 31 日（継続） 

［事業地域］ ウランバートル市とドルノド県にある公立の孤児院と幼稚園、小中高等学校 
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数校を対象 

［対象人口］ 直接裨益者数 施設教職員 150 名 

間接裨益者数 孤児やその他保護者の適切なケアを受けられない子ども 1,000

名、対象地域外の公立施設に所属する教職員と施設に通う子ども 2,000 名 

［活動内容］  

緊急災害時における子どもの保護対応ハンドブックと緊急時対応計画の作成と配布した。また、

公共施設（孤児院・幼稚園・学校）を対象とした緊急災害時における子どもの保護対応策に関す

る研修プログラムと教材開発と実施し、各施設での緊急時対応計画の作成と所有を働きかけた。 

 

④ 子ども保護事業 

［目的］  虐待やネグレクト（育児放棄）など適切な養育を受けられない子どもたちの保

護のため、行政や NGO など多くの組織と協働して、短期的な直接支援、長期

的な家族再統合や代替ケアなどの支援を提供する。またこうした支援を通じて、

国の子ども保護政策の強化に貢献する。 

［事業期間］ 2011 年～2012 年（継続） 

［事業地域］ ウランバートル市、ドルノド県 

［対象人口］ 子どもセンターに通う子ども 170 名 

［活動内容］  

・子どもセンターの運営と保護者による十分な庇護下にない子どもたちへの短期的直接支援 

子どもセンターまたは巡回指導にて、生活支援サービス（食事・シャワーや洗濯設備の利用、応

急処置や必要に応じた病院への照会や診療への同行と費用の支払い）、教育・発達支援サービス

（読み書きや子ども権利についての学習、社会性・自尊心を育てる道徳教育、社会サーカス訓練、

性教育）、社会福祉支援サービス（子どもと保護者へのカウンセリング、ポジティブ・ディシプ

リン研修・保護者への現金収入向上支援研修、最貧困家族への配給）など、短期的な直接支援を

実施した。 

・政府関係機関や NGO との協働により「家族との再統合・代替ケア」などの長期的支援 

子ども保護・ケア関連の業務を担う地方行政職員（ソーシャルワーカー）、学校関係者（ソーシ

ャルワーカー）、地域の警察官、公立病院やクリニックの医師からなる「子ども保護専門チーム」

や他の NGO との協働により、緊急性の高い子どもの施設収容による保護や、子どもが家族（里

親も含む）の元に戻り共に過ごせるための支援を行った。 

・子ども保護関係者の専門性向上と子ども保護に関する社会福祉サービスのモデルづくり 

特に「子ども保護専門チーム」の専門性を高め、適切な社会福祉サービス（サービスを必要とす

る子どもの確定や初期介入、家族への再統合・代替ケアなど）が提供できるようになるため、定

期的な事例検討会議や研修を開催した。またそのような実績を多くの関係者にモデル事例として

紹介した。 

 

５．カンボジア 

① カンボジアにおけるメコン流域洪水による緊急支援事業 

[事業期間] 2011 年 11 月 1 日から 2012 年 1 月 31 日 
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[事業地域] カンポンチャム県 

[対象人口] 子どもと被災家族 6000 世帯 

[活動内容] 生活支援物資配布事業 

2011 年 9 月の台風シーズン中、豪雤により川が氾濫し、メコン川流域の国々に大きな洪水の被

害をもたらした。カンポンチャム県で被害を受けた子どもたちとその家族が心身共に健全に復興

へと向かえるようにするために食糧および生活必需品配布を行った。 

 

６．タイ 

① タイにおけるメコン流域洪水による緊急支援事業 

[事業期間]   2011 年 11 月 1 日から 2012 年 4 月 30 日 

[事業地域]   バンコク、パトゥームターニー、チャイナート、ナコーンサワン、アユタヤ 

[対象人口] 450 人の児童 

[活動内容]  被災した児童のための通学に必要な制服支援 

2011 年 9 月の台風がもたらした豪雤により川が氾濫し、メコン川流域の国々に大きな被害をも

たらし、多くの子どもやその家族が避難を余儀なくされた。また、多くの子どもたちが学用品、

および通学に必要な制服等が流された。被災した子どもたちに制服を提供し、学校に復帰するた

めの教育支援事業を実施した。 

 

 Ⅱ 南アジア・南西アジア地域 

１．ネパール 

① 住民参加型学校運営を中心とした教育の質改善事業 

［目的］学校運営改善を通して事業対象地の子どもが質の高い教育を受けられるようになる 

［事業期間］ 2009 年 11 月より実施中（2012 年 3月末まで実施予定） 

［事業地域］ ネパール東部ダヌシャ郡、マホタリ郡 

［対象人口］ 約 54,000 人 

［活動内容］ 

・子どもや地域住民の参加を通じた公立学校の運営の改善 

以下の学校支援組織が結成された（女性グループ：87、青年グループ：76、子どもグループ：

103、低カーストグループ：43、子どもの権利保護フォーラム：30、子ども啓発センター：

30）。これらの支援組織と連携して、57 の学校運営委員会が公開ヒアリングを実施、70校

で学校改善計画が作成され、64%が計画通りに実施された。 

・小学校と早期幼児教育センターにおける子どもにやさしい学習環境の整備 

5 校で校舎が建設されるとともに、10校の校舎修復や水飲み場の設置、8校でトイレを設置

した。加えて、5校で机やいす等の備品を、30校で教材配布等を行った。また、48校で教

員研修を、30校で補習授業を行い、子どもの学習環境の改善を目指した。 

・子どもが教育を受ける権利に関する政策環境の整備 

20 の郡から関係者が参加した子どもの権利ネットワーク会議、郡レベルの教育関係者の会

議、また国レベル教育政策会議等、各レベルにおける幅広いステークホルダーを巻き込んで
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教育の質や指標、データの問題等を協議し、管轄機関への働きかけが行われた。 

・子どもが教育を受ける重要性の理解の促進 

全ての対象校において個別児童別学習状況モニタリングを学校と家庭において実施し、児

童の詳細な学習状況を把握したうえで、教育の重要性を保護者と話し合うとともに不就学

の子どもの学校への就学を促進した。また、就学促進キャンペーンを始めとし、教師や保

護者、コミュニティが参加する各種イベントを催し、住民を広く巻き込んでの啓発活動を

行った。また、子どもたち自身が歌や演劇、詩の作成などを通じて自らの声を伝える冊子

を 500 部作成し、子どもクラブや子どもの保護フォーラムなどに配布した。 

 

② コミュニティへの働きかけを通じた公立小学校教育の質の改善フォローアップ事業 

［目的］  行政と連携しながら、コミュニティが主体となって、事業対象地の子どもが質の

高い教育を受けられるようになる。 

［事業期間］ 2011 年 1月より実施中（2012 年 12 月末まで実施予定） 

［事業地域］ ネパール東部ダヌシャ郡、マホタリ郡 

［対象人口］ 約 31,000 人 

［活動内容］ 

・子どもが教育を受ける権利に関する政策環境と連携体制の整備 

子どもの権利保護フォーラム、子ども福祉局、教育局、開発局、保健衛生局、女性開発局な

どの機関や地域の主要 NGO、教師連盟、ジャーナリストなど、多様なステークホルダーと共に

子どもの権利ネットワーク形成や郡レベルの教育に関する会議等を行った。子ども達の就学

状況や教育の質について協議を行い、共同イベントの開催や政策のレビューと実施状況につ

いての調査を行った。 

・子どもや地域住民の参加を通じた公立学校の運営の改善 

以下の学校支援組織が結成され、（女性グループ：81、青年グループ：58、子どもグループ：

55、低カーストグループ：30、子どもの権利保護フォーラム：14）これらの支援組織と連携し

て、対象地のほぼすべての学校で学校運営委員会が結成され、学校改善計画が作成された。う

ち、80％が計画通りに実施された。 

・学習環境の質の向上 

30 校に対し教材支援を行い、１校において早期幼児教育センターが建設された。さらに、学

校が主体となって保護者会を開き、家庭での学習環境の重要性に関する啓蒙活動を行った結

果、80%の家庭で子どもが宿題をするのに適切な環境を提供し、子どもの家庭学習をサポート

するようになった。 

・「学校は平和（School as Zone of peace/SZOP）である」という社会規範の形成 

 SZOP の重要性や行動規範に関する研修、非暴力の教授法の研修を行なった結果、42 の学校で

行動規範を掲げるようになり、20の学校においてモニタリンググループが形成された。また、

27 の子どもエンパワーメント委員会のミーティングが行われ、暴力や子どもの権利について

話し合われるとともに、学校や公共の場の掲示板を用いて広くコミュニティにメッセージを

発し、関係者に行動を促すようになった。 
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③ 東部震災復興支援事業 

［目的］2011 年 9月に発生した東部大地震により校舎が損壊し、学習の継続が困難になったり、

教室が半壊したまま危険な状態で授業を受けたりしている子どもたちが安心して学習を継

続できるようにする。 

[事業期間］ 2011 年 12 月 1 日より実施中（2012 年 5月 31 日 まで実施予定） 

［事業地域］ボジュプール郡 

［対象人口］ 約 3,000 人 

［活動内容］ 

・被災地における子どもの学習機会の確保 

震災により校舎が全壊した１３校において仮設教室を設置し、黒板、チョーク、黒板消し、出

席簿、文具、アルファベットや数字などのポスター教材、地図等の教材を配布すると同時に、校

舎が半壊した１５校において教室の修繕を実施する。 

・被災地における防災意識の向上 

 被災地における地震の再発生を想定し、クイズ大会の開催など子どもが分かりやすい方法で防

災知識を身につけたり、避難訓練を行うことで、防災意識を向上させる。 

 

④ネパール国学校セクター改革プログラム（SSRP)支援のための小学校改善計画準備調査 

［目的］ネパール政府が推進する基礎教育の拡充のためのプロジェクト準備調査 

［事業期間］ 2011 年 2 月 11 日～12 月 12 日 

［事業地域］ ネパール国全体 

［対象人口］該当なし 

［活動内容］ 

・技術支援のニーズの調査を行い、事業内容の計画策定及びネパール国内対象候補８郡をネパー

ル政府と協力して選定し、各郡での計画対象候補学校の選定基準の検討を行った。 

・事業費積算資料を作成した。 

・教室運営維持管理・技術協力型ソフトコンポネントの内容及び実施方法、実施体制について検

討を行った。 

・インセプション・レポート（2012 年 2月）、現地調査結果概要報告書（4月）、技術支援計画書

（7 月）、概要資料（10 月）、計画準備調査報告書（11 月）をそれぞれの調査段階で執筆した（和

文・英文とも）。 

 

２．スリランカ 

①  北部人道支援事業  

［事業目的］ 避難民キャンプから帰還したにもかかわらず、生活再建の手段をもたない帰還世 

帯に生活の場と現金収入の手段を提供することで保護者が生活の再建に注力でき 

る環境を整え、子どもたちの健全な発達を促すことのできる社会基盤作りに寄与す 

る。  
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［事業期間］    2011 年 1 月 1 日より実施中  

［事業地域］ スリランカ北部州キリノッチ県・ムライティブ県 ・マナール県 

［裨益人口］    1,633 世帯  

［活動内容］    

・生計支援パッケージの配布  

キリノッチ県 4 村、ムライティブ県 2 村、およびマナール県 6 村に戻った帰還民 1,116 世帯に対

し、作物栽培、家禽飼育、家畜飼育、工具配布、家内工業の 5 つの生計支援パッケージの配布を

実施し、各世帯の現金収入を回復するための立ち上がりを支援することができた。配布に当たっ

ては、帰還後の生活に大きな困難を抱えている寡婦やお年寄り、障碍をもった子どもを持つ家庭

などの脆弱層に優先して支援を行った。 

生計支援パッケージの配布にあたっては、北部州農業局や畜産局から技術普及員を派遣し、支援

を受ける世帯が適切な技術指導と助言を受けられる体制を整えた。また、パッケージの配布後も、

定期的に各家庭を訪問し、対象世帯が設置した飼育小屋や農業用柵が適切に管理され、継続して

生計活動を行っていくのに必要な環境が維持されているか、配布した物資が適切に管理、使用さ

れているか、家禽や家畜の発育状態はどうかなど管理を現在も行っている。このように、生計活

動を行う上で必要となる環境を整えたことで、内戦により資財を全て失った世帯でもすぐに活動

を開始することができた。またこういった資材を一式提供することで、生計活動を行っていくう

えで初期投資が尐なく済み、手持ちの資金は、その他の生活必需品の購入に充てることができた

ため、より脆弱層に寄り添った支援となった。 

  

・仮設住居及び簡易トイレの提供  

キリノッチ県 2 村、ムライティブ県 3 村)、及びマナール県 3 村で、内戦により家屋を失った帰

還民世帯 250 世帯を対象に仮設住居及び簡易トイレを提供した。対象村落住民の自治組織が中心

になって住居を建設したことにより、生活の再建に注力するための最低限の環境を整えることが

できた。その後も、家屋を再建する資金をためた帰還民が仮設住居の増築を行ったり、トイレを

改良したりするなど、住民の自助努力による生活改善の事例が見られている。 

仮設住居の支援の対象となる世帯の選定の際は、貧困層や社会的弱者（寡婦で幼い子どもがいる

世帯、病弱者や障碍者がいる世帯、身寄りのない高齢者のみの世帯など）などを優先的に配慮す

ることで、最も支援を必要としている脆弱層に支援の手を差し伸べることができた。 

 

② 洪水被災者支援事業 

［事業目的］ 洪水被災地（バティカロア県、アンパラ県）において、途絶していた教育活動 

の早期再開を支援するとともに、水位が下がったあとの被災地における急性栄 

養障害、衛生環境の悪化から子どもたちを守る。 

［事業期間］    2011 年 1 月 28 日より 3 月 20 日  

［事業地域］ スリランカ東部州バティカロア県・アンパラ県  

［裨益人口］    延べ 15,080 名  

［活動内容］    
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・教育施設の修復と教育支援物資の配布 

バティカロア県、アンパラ県 8 郡で、洪水の被害により相応の修復を必要としている被災地の学

校校舎、および早期幼児教育センター22 ヶ所に対して、必要最低限の緊急修復を行った。3,963

名の子どもに文具を配布したことにより、速やかな教育活動の再開を支援することができた。ま

た洪水ですべての持ち物を流された子どもも多く、そうした子どもたち 1,920 名に衣服を配布す

ることで、通学しやすい環境を整えた。 

井戸・トイレの修復と清掃や屋根や壁の修復など、校舎および早期幼児教育センターの応急修復

をしたことにより、校内および施設の学習環境と衛生環境を改善することができた。これにより

授業を速やかに再開することができたことに加え、校舎の前に段差のある通路を設置することで

教室内に水が入らないようにするなど、今後災害が起こった際に備えることができた。 

・乳幼児のための栄養補助食および乳幼児キットの配布 

水位が下がった後のバティカロア県、アンパラ県 4 郡で、1-5 歳児 1,559 名に対して 1 ヶ月分の

高カロリーの栄養補助食を配布し、0-1 歳児を対象に乳幼児キット 1,200 セット、240 名に衣服を

配布した。これにより、幼い子どもたちの急性栄養失調の罹患防止、乳幼児の衛生状態の改善を

支援することができた。 

 

③  東部トリンコマレ県における幼い子どものケア事業  

［事業目的］ 地方当局や村落共同体、保護者や現地 NGO との連携を通じて、乳幼児期にあ 

る子どもたちの認知的、情緒的、社会的、身体的能力の発達（ECCD）を促す 

ケア体制を構築・強化する。  

［事業期間］    2009 年 9 月 1 日より実施中（2010 年 9 月 8 日から 2011 年 11 月 30 日まで 

2 期、2011 年 12 月 1 日から 3 期事業に入っている）  

［事業地域］ スリランカ東部州トリンコマレ県  

［裨益人口］    延べ 28,31 名（トリンコマレ県内 35 村の乳幼児 75 名およびその母親 75 名、 

3-5 歳児 875 名とその保護者 1,750 名、ECCD 運営委員名ならびに県・郡レベ 

ルの保健・教育行政官と関係者約 56 名。間接裨益者は対象地域の全住民約  

81,400 人）  

［活動内容］    

・ECCD の環境整備とその維持・強化  

ECCD 活動に必要とされる施設・資機材を供与し、政府基準に沿った ECCD 環境を整備した。

具体的には ECCD 施設の新設（７か所）、井戸の設置（9 か所）・修復（2 か所）、トイレの設置

（7 か所）、屋外遊具の設置（13 か所）・修復（3 か所）、ECCD センター備品の設置（7 か所）、

屋内遊具の設置（35 か所）、フェンスの設置（19 か所）を行った。支援対象となったすべての

ECCD センターの建造物が政府の基準を満たす仕様で建設・修復された。 

 

・ECCD 維持管理体制の質的強化 

0-2 歳児と母親を対象とする家庭訪問型 ECCD （5 村でのパイロット） 

第 1 期に実施した研修で訓練を受けた女性ボランティアが 0-2 歳児を持つ家庭を訪問し、子ども
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の栄養に関する母親の理解の促進を促した。また、母親を対象にした栄養教育研修を実施し、家

庭での衛生環境整備、乳幼児への食事の与え方、栄養に関する基礎知識、身近な食材で作れる新

しい調理法について学んだ。 

3-5 歳児を対象とする地域参加型 ECCD 

1 期に引き続き、ECCD 教員の質の底上げを図るためフォローアップ研修を実施した。ECCD

活動の理念や本事業の目的に対する意識を深めることを目的として、情緒の発達を促す指導方法、

障がいを持つ子どもを含めた ECCD 教育、栄養や衛生面で適切なケアの実施に必要な知識の習

得についての研修を実施し、教員の能力を強化した。これにより、以前は机の後ろ側に立って、

一方的に話をしたり歌を歌うだけだったのが、葉っぱや木の実など身の回りの物を使って創造性

豊かに絵画を作成したり、様々なゲームなどを取り入れて、活発に子どもたちが遊べる工夫をす

るようにしている様子が確認されている。また、それに伴い、子どもたちも喜んで ECCD セン

ターに通園するようになったり、自分たちの意見を周りに伝えたりするようになるなど、ポジテ

ィブな変化が表れている。 

 

・村落共同体の ECCD への参画促進 

1 期からの教訓として、ECCD を抱える村落の住民の参加による運営委員会が、一層 ECCD に

ついて理解を深め、能力を向上させるための研修を行う必要があった。教育局より ECCD 担当

者を講師に招き、栄養・衛生・障がい支援教育に加え、ECCD 運営員会の役割と責任について

のワークショップを実施した。 

また、長期的に ECCD センターが地域共同体の自助努力によって維持運営していくことが出来

るよう、村落共同体・ECCD 運営委員会の協力体制を構築し、ECCD センターを維持運営して

いくための資金を確保していかなければならない。そのためには、所得創出につながるような活

動への支援が求められる。そこでパイロット事業として対象地域 2 ヶ所でビジネスプランを作成

し、運営委員会による所得創出活動を開始した。現在まで、これら 2 村では運営委員会メンバー

のコミットメントも強く、活動は順調に推移している。次期事業においては、これらの活動が更

なる利益を生み出すべく、技術的なフォローアップを続けていくとともに、ECCD センターの

運営費をうまくカバーできるよう、経営面での指導を行っていく。 

 

④  アンパラ県における教育支援事業 

［事業目的］ 津波と内戦からの復興が続く東部州アンパラ県の子どもたちが、安全な環境下 

で、適切な教育を受けることができるように支援する。 

［事業期間］    2011 年 1 月 1 日～7 月 15 日  

［事業地域］ スリランカ東部州アンパラ県  

［裨益人口］    ティーケー・ウラニ・サラスワティ・ヴィデャラム小中一貫校に通う 1 年生～ 

9 年生の子どもたち 120 名および教員 11 名  

［活動内容］    

・学校校舎の修復、および設備の修復 

支援対象校である同校は、2010 年に 9 学年まで受け入れ可能である小中一貫校として登録され
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たにもかかわらず、校舎が破損と老朽化が激しく、その危険性から使用不可能な上、教室や学習

机・椅子が不足していたことから、7 年生までしか受け入れることができない状態にあった。本

事業では、東部州教育局および同校の学校運営委員会と協力し、喫緊の支援が必要とされていた

1) 既存教室（2 教室）の修復、2）教室（1 教室）の新設、3) 学習机、学習椅子の提供、4) 屋

外遊具の修復、5）校内にある水タンクの設置、6) コンピューター室の防犯ネット、7）児童図

書の提供、8) スポーツ用品の提供を実施した。これにより、同校に通う子ども達が、安全で守

られた環境の下、かつ当国政府が推奨する水準に満たした環境で学ぶことができるようになった。 

 

・生徒会の形成、および学校環境整備・学校運営への子どもの参加の促進 

同校では PTA が組織されており、親は PTA を通じて学校の環境改善や運営に参加することがで

きるが、学校に通う子どもたちで構成される生徒会はなく、子ども達が自らの意見を集約する

「場」が存在していなかった。子どもの参加を推進するため、事業実施に当たって子どもの参加

の重要性を校長・教員に対して伝えた。その後、高学年の子どもたちによって生徒会が組織され

たが、子どもたちがより一層主体的に学校環境整備や運営に参加することができるよう、5－7

年生を対象に研修を開催した。研修では、生徒会の運営や役割について、他の学校での例を紹介

しながら説明した後、参加した子どもたちがグループに分かれ、学校環境の現状を話し合い、環

境を改善するためには生徒会を中心に子ども達自身で貢献できることはないかを話し合った。本

事業で支援した校舎の外壁および内壁のペンキの色は、こうした活動を通じて子ども達自身が選

んだものとなった。現在、生徒会は毎週 1 回の頻度で開催され、定期的な校内の清掃や教室内の

整理整頓などに取り組んでいる。 

 

・教員研修の実施 

同校を管轄する東部州教育局と協力して、同小中学校および近隣の小中学校の教員を対象に教員

研修を実施した。研修に参加した教員は、教育の概念や政府が推奨する学校環境水準について講

義を受け、体罰や差別をなくし全ての子どもたちが平等に教育を受けることの大切さや、子ども

の自主性や創造性を引き出すような子どもにやさしい学習環境づくりについて学んだ。研修後、

同校の教員の中には、研修で紹介された「子どもにやさしい」学習環境づくりへの取り組みを参

考に、子どもたちと一緒に教室内の整理整頓を行う、楽しく学べるよう教材に工夫を凝らす、子

ども達の作品や目標などを教室に貼り、子どもたちの声をくみ上げるなどの努力が見られている。 

 

⑤  マータラ県における教育・防災支援事業 

［事業目的］ 社会的に疎外され、自然の脅威にさらされている南部州マータラ県の子どもた 

ちが、安全な環境下で、安心して子どもに優しい教育を受けることができるよ 

うに支援する。 

［事業期間］    2011 年 8 月 1 日～2012 年 3 月 31 日  

［事業地域］ スリランカ南部州マータラ県  

［裨益人口］    アパレッカ・マハ・ビヤラヤ中高一貫校に通う 6 年生～13 年生の子どもたち

250 人および教員 14 人 
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［活動内容］    

・学校校舎の修復、および設備の修復 

同校があるマータラ県は湿潤な気候であることに加え、海抜が低いため、様々な自然災害の被害

をこうむりやすい地域として知られている。一方で、校舎の設計や建設にあたっては、屋根や天

井をはじめとして破損が見られるほか、電気の配線がむき出しになった状態で放置され、生徒た

ちには感電の危険さえも存在している。加えて水道設備が整っておらず、トイレも壊れたまま不

衛生な状態で放置されているため、伝染病の危険性があった。地方教育局、および学校関係者と

話し合い、修復が必要な箇所のうち、特に至急に修復が必要な既存教室棟（3 教室）の修復と男

子トイレの修復を実施している。特に既存教室棟は建設から 85 年が経っており、老朽化が激し

く、崩れ落ちる危険性があるため、質の高いものが必要とされている。2012 年 3 月末までに校

舎及びトイレの修復が完了する予定。 

・防災活動の実施 

同校は老朽化した校舎の脅威だけでなく、サイクロンや洪水の被害に遭いやすいことに加え、野

生動物に遭遇しやすい地形にある。そのため、校舎の修復に加えて、各種防災活動の実施を行っ

ている。その一環として応急処置（First Aid）の研修を行った。スリランカ赤十字から講師を招

へいし、応急処置の原則や人間の身体の構造、循環系の不調といった理論的な内容から、高い場

所から落ちた場合や蛇にかまれた場合の手当の仕方などの具体的な事柄についても例を使って

学んだ。 

 

⑥  マータラ県における子どもにやさしい教育環境創出事業 

［事業目的］ 不衛生な公衆衛生設備や土砂崩れの危険など、劣悪な環境の中での勉強を余儀 

なくされているスリランカ南部マータラ県ハッタトゥワ小中一貫校の子ども 

たちに、より良い教育環境を提供する。 

［事業期間］    2011 年 6 月 15 日～2012 年 5 月 14 日  

［事業地域］ スリランカ南部州マータラ県  

［裨益人口］    ハッタトゥワ小中一貫校に通う 1 年生～11 年生の子どもたち 250 名および教 

員 20 名 

［活動内容］ 

・ 学校校舎の修復 

同校校舎は政府の安全基準を満たしておらず、土砂崩れの危険性があり、倒壊や雤漏りの危険性

がある。また、扉や窓がない教室に加え、教室数が足りないために教員用の部屋を併用している。

トイレはプライバシーがなく、あまりにも不衛生なため生徒が使用を敬遠している。また、校内

に井戸がなく飲料水や手洗いの水がないことなどが指摘されてきた。地方教育局、および学校関

係者と話し合い、修復が必要な箇所のうち、特に至急に修復が必要な 1)既存校舎 2 棟の修復、2）

井戸の掘削、および水タンク設置、3）トイレの建設、4)図書室の整備、および児童書の購入、5）

学習机、学習椅子、および黒板の購入を決定した。 

学校の設備が整っていく様子を見て、図書室と 3 年生が使用している教室の修復については保護

者を中心とした学校運営委員会が自ら行いたいという申し出が出されている。今後、保護者から
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の協力を募ったり、人手を雇うなどして、学校運営委員会自らが作業の実施に当たる予定である。

また図書室に揃える児童書についても、子どもたちが自ら読みたい本を選べるように配慮し、図

書室の整備が終わり次第、生徒たちに読みたい本のリストを作ってもらい、教員 2 名と生徒の代

表で書店に赴き、リストを見ながら図書の購入を行う予定である。また、学習机や椅子、黒板に

ついても、事業完了までに順次設置をしていくが、特に学習机や椅子については、子どもたちに

わかりやすいよう、それぞれの学年ごとに色分けをするというアイデアが教員から提案されてい

る。 

・ 教員研修の実施 

校舎修復に加え、「子どもにやさしい教育」の概念を伝え、政府の定める基準に則って先生たち

が授業を行えるよう、教員研修の実施を予定している。この研修は、州政府と協力して、州政府

教育局の教育担当官や弊会の教育専門家を講師に招き、同校だけでなく、近隣の小中学校の教員

を対象に実施する。 

 

⑦  バドゥッラ県における教育支援事業 

［事業目的］ ウバ州バドゥッラ県の茶葉農園スプリング・ヴァリーで茶摘みや単純労働で生 

活するコミュニティの人々とその子どもたちに、質の高い幼児教育を受ける機 

会を提供する。 

［事業期間］    2011 年 6 月 1 日～2012 年 5 月 31 日  

［事業地域］ スリランカウバ州バドゥッラ県県  

［裨益人口］    バドゥッラ県の茶葉農園に働くコミュニティの 3～5 歳の子どもたち 200 名、 

幼稚園の教員・保護者・幼稚園運営委員会 400 名 

［活動内容］ 

・幼稚園の修復 

地方政府教育局と連携しながら、本事業対象となる幼稚園 3 ヶ所（茶葉農園スプリング・ヴァリ

ー内にあるメマリ幼稚園、コッテコダ幼稚園、ナワラワッタ幼稚園）の修復を実施している。来

年度 1 月中旬に工事を開始し、1 校については 4 月中旬までに、残る 2 校についても事業終了時

までに修復が完了する予定。 

・遊び場の整備、屋内遊具の配布 

授業で使用する屋内遊具に関して、選定にあたっては政府が推奨する基準に沿う形で、教員と話

し合いながら選定を進めている。子どもにやさしい環境を整えるため、良質で安全性に優れたも

のを調達し、配布は、建設・修復完了後の 4 月上旬を予定している。 

屋外の遊び場には、現地で調達できる木材や縄、古タイヤやココナッツの殻などの素材を使用し

て、ブランコや梯子などの屋外遊具を設置する。資材の調達、および設置は、幼稚園運営委員会

を中心に行う予定である。資材の調達は 2 月から開始し、設置作業は園舎の外回りの工事がひと

段落する 3 月下旬を予定している。 

・幼稚園運営委員会の設置・運営 

子どもたちが差別されることなく、安全で安心できる環境下で継続的に早期幼児教育を受け、幼

稚園の活動に参加するためには、地域住民の意識の向上や協力の強化が不可欠となる。しかし、
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本事業地においては、地域住民の早期幼児教育に対する理解が十分でないことに加え、幼稚園に

通う子ども達の保護者の意見やイニシアティブを集約し、地域が早期幼児教育の環境改善や運営

に参加する仕組みがこれまで存在していなかった。そこで教員、保護者を含む地域住民 100 名を

対象に説明会を開き、早期幼児教育の概念と子どもの成長におけるその重要性について説明を行

った。そして参加者の同意のもと、各幼稚園で運営委員会を立ち上げ、そこで選出された運営委

員会のメンバーは、運営委員会の役割や運営方法について学んだ。運営委員会は今後、定期的に

会合を開き、課題を話しあう予定である。 

・研修（教員研修、母親への栄養に関する研修、子どもの保護に関する研修） 

本事業では、園舎の修復に加え、教員、運営委員会、母親を対象にした研修を実施することで今

後地域全体が、政府が推奨する子どもにやさしい環境の概念や環境の理解を深め、実践していく

ことを目指している。教育担当官、子どもの保護担当官と研修内容を協議し、教員研修は 4 月、

母親を対象にした研修は 5 月、子どもの保護に関する研修は 2 月に実施予定である。 

 

３．アフガニスタン 

① 中央高地バーミヤン州 教育復興支援事業１ 

[目的］    紛争と貧困の影響下にあるバーミヤン州の子どもたちが質の高い教育を受けられ

るように、コミュニティと学校を主体に教育環境を整備する。 

［事業期間］  2010 年 8 月～2011 年 12 月 

［事業地域］  バーミヤン州 

［対象人口］ 約 5,000 名 

［活動内容］  

 学校校舎建設・増築、各種教員研修 

中央郡において 4 校の教室建設・増築を実施し、トイレ、給水施設も併設された。また、州

教育局職員及び教員合計 152 名を対象に「暴力・体罰に頼らない教育」の研修を実施した。 

 幼児 4～6 歳を対象とした就学前教育 

39 の就学前教育グループを結成し、78 名のファシリテーター（保育所の先生に相当する）

を養成した。この就学前教育グループには合計 840 名の子どもが参加した。また、保護者

750 名に対してペアレンティング・スキル研修を実施し、おもちゃの作り方などを伝授した。 

 子ども保健教育 

40 の子ども保健教育グループを結成し、各グループの代表に対して、水の衛生、風邪や咳、

栄養など基本的な知識を伝授し、この研修を受けたこどもが自分のグループの他のこどもた

ちにこの知識を伝えるという活動を展開した。合わせて保健教育キットの配布も行った。 

 

② Rewrite the Future 教育復興支援事業 

[目的］    子どもたちが質の高い教育機会を享受し、自らの潜在能力を高め、アフガニスタ

ンの社会とコミュニティにおける将来的な責任能力を培う 

［事業期間］  2009 年 7 月～2012 年 3 月 

［事業地域］  ファリアブ州、サリプル州、ジョウズジャン州 
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［対象人口］  直接・間接裨益者となる子ども、親、教員、地域住民を含む約 150,000 人 

［活動内容］  アフガニスタン北部のファリアブ州の学校 12 校区とサリプル州の 6 校区を対象

に 125 の早期幼児教育委員会が結成された。また、学校レベルにおいては、27

校で PTA が結成されたほか、これらの学校の教員が子供にやさしい教授法につ

いての研修を受講した。加えて子どもたちによる栄養・保健教育が実施されてい

る。施設の整備に関しては、トイレ 5 か所、井戸 7 か所が設置されたほか、600

セットの椅子と机が提供された。 

 

③ 女性教員育成事業 

［目的］    女性教員の不足が深刻な地域で、女性教員数を増やす 

（米国 Open Society Institution（以降 OSI）との共同事業） 

［事業期間］  2010 年 6 月～2011 年 5 月（OSI 資金で 2012 年 3 月まで継続中） 

［事業地域］  バーミヤン州 

［対象人口］  現地高校に通う女子生徒 240 名、監督・指導役の教員 70 名 

［活動内容］  高学年の子どもたち（とくに女子）の脱落率の主因となっている女性教員の不足

を解消するため、将来教職につくことを希望する現地の女子高校生 240 名に教育

省準拠の教員養成課程を受講してもらい、高校卒業と同時に教員資格を取得する

ことを目指す事業。2011 年末までに、16 名がこの事業を通じて教員としてバー

ミヤン各地の小学校に赴任している。 

 

４．パキスタン 

① パキスタン水害における子どもの生活支援と保護事業 

［目的］      未曽有の洪水の被害を受けた子どもたちが、心身ともに健全に復興へと向かえる

ように物資を提供するとともに、緊急下で特に加速されがちな社会的脅威から子

どもを保護するためのコミュニティのメカニズムを構築することを目指す。 

［事業期間］ 2010 年 11 月～2011 年 5 月 

［事業地域］ パンジャブ州ムザファルガ郡およびデラ・ガジ・カーン郡 

［対象人口］ 約 20,000 名  

［活動内容］  

 子どもたちの生活支援 

子ども用冬服と衛生・学用品セットを調達した。 

 子ども広場と子どもの保護メカニズム支援 

子ども広場 40 か所を開設した。広場のファシリテーター40 名に対して、子どもの発達と心

理、子ども広場での活動内容、スケジューリング、管理方法、コミュニティとの連携などに

かかるトレーニングを実施した。その結果、1 日平均約 4,000 名の子どもが来所した。また

子ども広場が開設された 40 箇所のコミュニティにおいて、子どもの保護委員会を設立。保

護モビライザーに対し研修を実施した。 
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５．インド 

①インド教育支援プログラム（リコー協働事業） 

［目的］      子どもの権利や教育に関する情報格差を是正し、教育関係者のネットワークを構

築、活性化することで、事業対象地の子どもたちが質の高い教育を受けられるよ

うに学習環境の改善を目指す。 

［事業期間］ 2011 年 5 月 2012 年 3 月（2012 年 6 月まで延長を申請中） 

［事業地域］ アンドラ・プラデーシュ州、メダック県、ハスヌーラ郡 

［対象人口］ 延べ 45,600 人 

［活動内容］  

10 台のデジタル印刷機（DD）が学校 5 か所、教育機関 5 か所に設置され、各箇所から 3

名（計 30 名）の DD オペレーターに対し能力強化研修を実施。また学校における児童セン

ターの整備を目的に副教材が調達された。DD は主に試験用紙の印刷に使われ、44,253 部の

教材が印刷されている（2011 年 12 月 31 日現在）。また、63 の子どもクラブと地域保護委

員会が形成され、教育の権利法に関するオリエンテーションが実施された。 

 

 

Ⅲ 中近東地域 

１．イラク 

① コミュニティ参画型学校修復・運営改善事業 

［目的］ イラク南部バスラ県の小学校において、教育に関連する諸問題に対し、校長、

教職員、親、地域住民、子どもが協力して、自ら解決にあたることで、子ども

の学習環境が持続的に改善される。 

［事業期間］ 2010 年 10 月～2012 年 7 月（継続） 

［事業地域］ イラク共和国バスラ県 

［対象人口］ 直接 11,800 人（うち子ども 9,800 人/大人 2,000 人） 

［活動内容］  

学校運営委員会や子ども会の設置を通して、教職員や親、地域住民、子どもなど、各関係者

の学校運営・改善に対する意識向上に取り組んだ。 

・様々な関係者の意識向上と能力強化 

昨年立ち上げた 12 の学校運営委員会の定期会合や学校改善計画の作成を支援した。学校改善計

画の実施に対して細やかな指導やフォローアップを行うとともに、学校運営委員会が自らの

活動を見直し、持続的に活動を改善する能力を身につけることを目的とした評価能力向上ワーク

ショップを実施した。また、学校運営委員会とその活動内容が広く周知され、活動への参加や協

力が増えることを目的に、学校改善活動報告会を実施し、1,075 人の親や地域住民が出席した。 

・学習環境の整備 

各学校運営委員会が作成した学校改善計画に従って、12 の学校施設（生徒 9,800 人）の壁、屋

根、天井、窓、ドア、床、校庭、電気配線、水周り等の修築を完了した。また、各学校に清掃用

具が常備、ゴミ処理などに関する仕組みが整備されたことで、学校の清掃状況が著しく改善され
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た。  

・子どもの意識向上 

昨年立ち上げた子ども会にて、子どもたちの学校環境に対する意識が向上するような活動（描画、

読書や植物栽培）を実施した。子ども会の活動、清掃キャンペーンや啓発ポスターコンテストを

通して、子どもたちが自分の考えを発表するだけではなく、それによって大人たちの学校改善に

対する意識にも変化が見られた。子どもが学校改善に参加することについて大人の理解を得られ

るよう、親、教職員や学校運営委員会に対する子どもの参加ワークショップも実施した。 

 

２．その他の中近東地域 

①シリア・レバノン・ヨルダンおよびその他中近東・北アフリカ地域で避難生活を送るイラク難

民の子どもに対する保護制度の強化事業 

[事業目的] 中近東・北アフリカ地域に在住するイラク難民の子どもたちを適切な形で保護できる 

よう、保護担当の職員の能力を強化することを目的とする。 

[事業期間] 2011 年5 月1 日～2011 年12 月31 日 

[事業地域] 主にシリア 

[対象人口] 大人19人 

[活動内容] 

国連難民高等弁務官事務所（以降UNHCR）保護担当職員の能力強化 

UNHCRシリア事務所で難民の申請・登録や保護を担当している職員延べ17人とUNHCRパート

ナー団体職員2人に対し、子どもの保護に関する3つのトレーナー育成研修をレバノンにて実施し

た。1．子どもの保護アプローチと難民の子どもたちの包括的な保護には職員2人とパートナー団

体職員2人、2．子どもの権利侵害のモニタリングと通報には職員2人、3．緊急時の子どもの保

護には職員13人が参加し、シリア内に居住するイラク難民の子どもたちの保護について理解を深

めた。 

 

Ⅳ アフリカ地域 

１．ケニア 

①地域住民と学校・診療所向け緊急給水および水・衛生関連物資配布事業 

[事業目的]2011年夏の干ばつによって水の確保に困っている人々の水へのアクセスを迅速に改善 

する。 

[事業期間] 2011 年10 月1 日～実施中（2012 年1 月31 日終了） 

[事業地域] ケニア北東州ワジール南県・ハバスウェイン県 

[対象人口] タンクを設置する14学校の子ども約2,600人、タンクを設置する2か所の診療所周辺 

の住人約14,000人、栄養補助事業登録者とため池を水源とする家族約22,000人（3,700 

世帯）、清掃道具を配布した診療所のコミュニティ約39,000人 

[活動内容] 

雤水の貯水設備の設置 

事業開始直後の10月中旬から雤が降り始めたため、その雤水を活かし、子どもたちがより安全な
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水を飲めるよう雤水の貯水設備（雤どいと大型の貯水タンク）の設置を14学校と2診療所にて実

施した。 

家庭用貯水容器と浄化剤、石鹸の配布 

泥水を浄化するための浄化剤と貯水容器を3,700世帯へ配布した。あわせて、雤水を汲んだ後の

容器や食器を洗うための洗剤石鹸と手洗い用の石鹸を配布し、衛生環境を維持できるようにした。 

動物の死骸除去道具の配布 

干ばつで死んでしまい、大量に放置されている家畜の死骸が水を汚染しないよう、死骸の清掃道

具を 4診療所に配布した。 

 

②ケニア北東州ワジール南県における母子保健事業 

[事業目的] 遊牧により生計を立てている人々が多く、ケニアの中でも経済的に貧しい地域である

北東州で、健康診断・予防接種などの保健サービスを含む総合的初期診療の質を向上させるとと

もに、サービスが利用しやすくなることを目的に母子保健人材を育成する。 

[事業期間] 2011 年4 月1 日～実施中 

[事業地域] ケニア北東州ワジール南県 

[対象人口] 乳幼児と妊産婦に母子保健サービスを提供する地域保健員150人、20人の地域保健指

導員および3地域の地域保健委員会のメンバー（39人） 

[活動内容] 

コミュニティセンターの設置 

地域保健員らの研修を実施する場、また、地域の保健に関する基礎データを管理する場として、

コミュニティセンターを3地域に建設した。 

地域保健員の育成 

150人の地域保健員を選定し、18日間の研修を実施した。ケニアの保健省によって承認されてい

る研修カリキュラムは理論と実践の両方を取り入れた内容であり、基礎保健、母子保健、妊娠・

出産、病気の予防、水・衛生、栄養、HIV/AIDS、肺炎、マラリアなど様々なトピックをカバー

した。研修を修了した保健員には基礎的な予防や治療を実施するために必要な地域保健員キット

を提供しており、各事業地での活動を開始している。保健省のスタッフでもある20人の地域保健

指導員へも研修を行い、指導員が地域保健員の活動を指導、監督している。 

保健知識の普及と意識向上 

3地域に保健委員会を設立し、メンバーとして選定した39人の地域住民を対象に、各地域の保健

サービスの提供を調整、サポートするための知識やスキルについて研修を実施した（6日間）。

また、各地域にて、地域保健員と保健委員会のメンバーが参加し、保健の活動計画を検討する会

議を定期的に開催している。 

 

２．スーダン南部 

①子どもと妊産婦のための基礎保健・栄養改善事業 

[事業目的] 5 歳未満乳幼児、妊産婦、授乳期の母親を中心とする帰還民を含む地域住民の健康・

栄養状態を改善する。 
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[事業期間] 2010 年9 月1 日～2011 年5 月31 日 

[事業地域] 南スーダン東エクアトリア州カポエタ北郡 

[対象人口] 合併症を伴う重度急性栄養不良の子ども78 人（保護者78 人）、軽度・重度急性栄 

養不良の子どもと妊産婦等3,251 人（保護者2,404 人）、コミュニティイベント参加 

者200 人、栄養に関する啓発対象者25,153人、保健スタッフ／巡回チーム17 人、地 

域保健栄養改善員36人 

[活動内容] 

栄養不良集中治療センター運営 

既存の診療所に、栄養不良集中治療センターを増築した。センターで新規雇用のスタッフおよび

診療所の医療スタッフに対し、医療ケア・栄養改善教育に関する研修を実施後、合併症を伴う重

度の栄養不良児に対する入院治療を開始した。78人が治療を受け、そのうち58人が事業期間中

に退院することができた。 

巡回チームによる外来サービスの提供 

対象村に既に設置済みの簡易診療所の脇に、活動拠点となるテントを設置し、外来による栄養不

良治療サービスを提供した。巡回チームが1 週間に1 回、対象村を周り、25,153人の栄養状態を

測定し、急性栄養不良と診断された5歳未満の乳幼児2,404人と妊産婦・授乳期の母親847人が定

期健診、食餌療法や栄養補助食品の配布を受けた。結果として108人の重度の急性栄養不良の子

ども、615人の軽度の急性栄養不良の子どもと239人の妊産婦の急性栄養不良が解消された。 

保健栄養改善教育と住民の行動変容促進 

地域から栄養改善活動をサポートする地域保健栄養改善員を育成し、巡回チームによる外来サー

ビスや家庭訪問の際の補助、住民への働きかけを行った。栄養測定時の啓発活動と地域イベント

によって約 25,353 人が保健や栄養に関する理解を深めた。また、地域住民、リーダーらと会合

を持ち、栄養改善の進捗について共有し、オーナーシップの醸成、自立性の確保に努めた。 

 

３．ウガンダ 

①ウガンダ北部アムル県における子どもや保護者を対象にした保健と衛生事業 

[事業目的] 医療サービスが届かない僻地にて、マラリアなどの感染症、下痢や病気の早期発見や 

予防を図ることで、子どもの死亡率を低下させる。 

[事業期間] 2010 年7 月1 日～実施中 

[事業地域] ウガンダ共和国アムル県 

[対象人口] 地域住民（5 歳未満児、5 歳未満児の保護者、教師）7,335人 

[活動内容] 

予防接種や健康診断の実施 

アムル県の保健行政と協力をし、5歳未満児が予防接種を受けることができるよう支援した。結

果、1,263人の5歳未満時が予防接種を受けた。また、1,937人の子どもが虫下しを飲み、1,043

人がビタミンAカプセルを飲むことで、病気への抵抗力を高めた。4校に通う1,415人の生徒と74

人の教師には、定期的に健康診断を実施した。 

保健・栄養改善教育、啓発活動 
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5 歳未満児の保護者を対象として、栄養不良、母乳の大切さや栄養のある食事のとり方について

啓発活動を行い、1,392人の保護者が理解を深めた。また、どのように下痢に感染するか、下痢

の治療方法や安全な水を利用することの大切さについて1,254人に研修を実施し、下痢の予防に

ついて啓発した。 

 

Ⅴ 東日本大震災復興支援事業報告詳細 

 

[1] 生活物資と緊急救援 

１．生活物資配布支援事業 

① 生活物資配布支援事業 

［目的］ 健康を守り、生活の中の尊厳と日常性を回復するために、子どもたちと保護者

の緊急のニーズを満たす。 

［事業期間］ 2011 年 3 月～2011 年 11 月 

［事業地域］ 岩手県釜石市、陸前高田市、山田町、宮城県石巻市、東松島市、山元町 

［対象人口］ 直接裨益者：7 歳以下の子ども約 6,200 人、妊産婦や保護者など約 12,000 人

宮城県：毛布類 21 ボックス（615 人）、救急 157 セット（104 配布先）、衛

生 140 セット（2 配布先） 

岩手県：救急 218 セット（45 配布先）、衛生 223 セット（5 配布先） 

［活動内容］ 企業から物資提供を受けつつ、毛布類や衛生用品キットと救急キットなどの配

布。衛生キットには、避難所に生活する家族分のタオル、歯ブラシ、歯磨き、

石鹸、洗濯石鹸、下着などのセットの配布。救急キットは、子どもの小さな怪

我などに対応するための応急手当用品含む。 

 

[2] 子どもの保護 

１．心理社会的ケア支援 

① 避難所こどもひろば（緊急支援）事業 

［目的］ 避難所において子どもたちが遊び、学び、交流し、表現するための安全で安心

できる環境を確保する。 

［事業期間］ 2011 年 3 月 16 日～2011 年 8 月 10 日 

［事業地域］ 岩手県釜石市、陸前高田市、山田町、宮城県仙台市、名取市、石巻市、東松島

市 合計 19 ヶ所 

［対象人口］ 避難所または周辺に暮らす 4 歳から 14 歳までの子ども（3 歳以下は保護者同

伴）約 400 名 

［活動内容］ 避難所で子どもたちが集まり、遊び、学び、成長する定期的な機会の提供。運

営責任者及びボランティアスタッフの育成。 

 

② 新こどもひろば（プレイゾーン）事業 

［目的］ 子どもたちが、安全で保護的な環境において、遊び、学び、発達する環境を地
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域に確保する。 

［事業期間］ 2011 年 6 月開始 

［事業地域］ 岩手県陸前高田市、釜石市、山田町、大槌町、野田村、上閉伊郡、遠野市、気

仙郡、下閉伊郡、大船渡市、宮城県石巻市、東松島市、名取市、気仙沼市、美

里町、塩釜市、山元町、亘理町、ほか 

［対象人口］ 仮設住宅団地在住やその近隣の子どもたち 約 3,312 名 

［活動内容］ 仮設住宅団地内の集会所設置、子どもにやさしい家具やおもちゃの提供、活動

プログラムの提案。被害のあったグラウンド（地元スポーツ尐年団などの活動

拠点など）の整備。行政と共に子どもの意見を取り入れた公園作り等を実施中。 

 

③ 学童／チャイルド・ケア・サポート事業 

［目的］ 子どもたちが、安全で保護的な環境において、遊び、学び、発達する環境を放

課後児童クラブや子ども施設を通して確保する。 

［事業期間］ 2011 年 4 月開始 

［事業地域］ 岩手県陸前高田市、釜石市、山田町、大槌町、大船渡市、宮城県石巻市、東松

島市、名取市、気仙沼市ほか 

［対象人口］ 放課後児童クラブや保育園などに通う子どもたちと施設職員 約 4,539 名 

［活動内容］ 被災した子ども施設に対する緊急備品や保育備品の配布。施設修繕や建設。ま

た、放課後児童クラブへの出前講座の派遣・遠足支援。学童指導員に対する研

修の実施。 

 

④ 福島の子どもたちを応援する事業 

［目的］ 居住地域で屋外遊びを制限されたり、高い不安を抱えたりしながら生活をして

いる、福島の子どもたちが子ども同士、思い切り遊び、学べる場を提供する。 

［事業期間］ 2011 年 7 月開始 

［事業地域］ 福島県会津若松市、いわき市、郡山市、福島市、南相馬市、静岡県御殿場市、

長野県軽井沢、東京都八王子市、東京都内、ほか 

［対象人口］ 子ども裨益者数 約 1,700 名 

［活動内容］  放射線量が比較的低い地域で林間学校、キャンプ、イベントの実施。また再会

支援として、警戒区域に住む子どもが集まれる機会づくり。また県外に避難し

ている子どもへの支援や、福島の子どもや住民の声を聴くグループインタビュ

ー調査の実施。 

 

⑤ 政策提言 

［事業期間］ 2011 年 4 月 

［事業地域］ 国会議員、文部科学省 

［活動内容］  岩手県で震災で身寄りを亡くした子どもたちに寄宿舎を建設する案が出た際

に、関連する国会議員に家庭的な環境への配慮などを、福島県の学校において
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放射線量の基準が示された際には、文部科学省に見解を訴えた。 

 

３．こどもひろば協働事業 

① 仮設住宅内におけるこどもひろば創出事業 

［目的］ 東松島市の『グリーンタウンやもと』の応急仮設住宅集会所において、子ども

たちが主に学校と応急仮設住宅敷地内での生活を送らざるをえない中で、子ど

もの成長や発育にとって有意義かつ有効的な場所として集会所を使用し、図書

館や勉強会、「遊び場コーナー」での遊び、イベントの開催により、学習力と

意欲、好奇心、想像力、コミュニケーション力などを伸ばしていける場を提供

していくことを目的とする。 

［事業期間］ 2011 年 8 月～2012 年 7 月 

［事業地域］ 宮城県東松島市 応急仮設住宅「グリーンタウンやもと」集会所 

［対象人口］ 直接裨益者：高校生以下の子ども 約 100 人 

仮設住宅在住者（保護者等） 約 200 人 

［協働団体］  ひまわり集会所運営委員会 

［活動内容］ ひまわり集会場運営委員会が主体で、応急仮設住宅在住者の成人・高齢者や、

ボランティア・他団体が連携して事業実施中。 

① 遊び場コーナー：幼児から小学生低学年向けに、積み木やカルタ、塗り絵、

ぬいぐるみなどで、保護者と共に遊ぶ場を設置。 

② 知的玩具・勉強の場：小学生低学年から高校生には、将棋やパズルなどの

知的玩具と、図書館を利用した読書と勉強の場を提供。中学生や高校生に

はボランティアとして幼児や小学生のメンターを行い、自身の責任感を身

につけると共に、年齢を越えたコミュニケーション力を学習。 

③ イベント：他団体・企業と協力して、工作教室、音楽・植物を用いたイベ

ント、科学教室、お菓子づくりなどのイベントを実施。 

 

② 「子どもたちに絵本で笑顔を」絵本のひろば移動バス事業 

［目的］ 全国から届けられた絵本をバスに搭載し被災地を廻る「絵本バス」を長期的に

運営し、被災地の子どもたちの継続的な心理的回復支援を目指す。また、震災

によってコミュニティが分断されてしまっている中で、子どもたちが安心して

遊べる場所、大人が子どもと一息つける場所を提供することを目的とする。 

［事業期間］ 2011 年 9 月 26 日～2013 年 2 月 15 日 事業継続協議中 

［事業地域］ 東日本大震災の被災地全域（宮城県を中心） 

① 絵本バス：移動図書館の訪問しない地域（多賀城・七ヶ浜・仙台市若林区、

宮城野区・名取市・岩沼市・亘理町・山元町・福島沿岸部など）は随時訪

問。対象は小規模仮設住宅や在宅避難地域など。 

② 絵本移動図書館：定期的に訪れ貸し出しを行う。宮城県内（石巻・東松島・

名取市などＳＣＪの事業地などと連携して決定。 
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［対象人口］ 直接裨益者：1 ヶ月あたり約 1,000 人 

［協働団体］  特定非営利活動法人地球の楽好 

［活動内容］ ① 被災地を「えほんバス」で廻り子ども達中心（一般図書も多く寄贈されて

いるので地域によっては大人も対象）に絵本を配布。 

③  「えほん図書館バス」による絵本の貸し出し実施。 

③ 読み聞かせなどのミニイベントを実施 

 

③ レクリエーションを中心とした被災地の子どもたちの居場所づくり事業 

［目的］ 被災地に住む子どもたちが健全な精神で伸び伸びと日々を過ごし成長できる

よう安全に安心して遊べる場を作る。また、震災でストレスを感じている子ど

もたちが発散できる環境を作る。一方で親御さんにとって子どもを安心して任

せられる場所を提供することを目的とする。また、事業を通して長期的には心

の安定を得て落ち着きが生まれ、人の話を聞くことができるようになり、勉強

をはじめとする健全育成を図ることを目的とする。 

［事業期間］ 第 1 年次： 2011 年 11 月 1 日～2011 年 12 月 31 日 

（以後、こども☆はぐくみファンド（ＳＣＪと一般財団法人地域創造基金みや 

ぎの協働事業）の事業支援へ移行：2012 年 1 月 1 日～ 

2013 年 12 月 31 日） 

［事業地域］ 石巻市・東松島市・仙台市 

［対象人口］ 子ども 約 100 人／月 おとな 約 70 人程度／月 

［協働団体］  石巻こども避難所クラブにじいろクレヨン 

［活動内容］ ① これまでの活動に参加していた子どもたちとさらなるコミュニケーション

をはかると同時に、まだ参加したことのない子どもたちに団体と活動のことを

認知してもらい、参加者の開拓。 

        ② ドッチボールやキャッチボール、おにごっこ等体を動かす活動を通じて、

子どもたちのストレス発散の機会を提供すると同時に、子どもとにじいろスタ

ッフとのふれあいをはかり安全に安心して遊べる場所としての認知を促進。 

        ③ 絵本の読み聞かせ等の活動を通じて、子どもたちとスタッフとの間の信頼

関係を構築し、子どもたちの継続的な参加を促す。絵本の読み聞かせを行うに

あたってのスタッフに対する研修会を開催。 

 

４．分野別協働事業 

① 子育て被災家庭訪問支援ボランティア事業 

［目的］ ＳＣＪと孤立し高いストレスのある乳幼児家庭への有効な支援に取り組んで

いる特定非営利活動法人ホームスタート・ジャパン（以降 HSJ）が、被災地

または被災地周辺地域、避難地域において協働することで、虐待等の不適切な

養育の発生予防に効果的・継続的に貢献し、もって子どもの権利の保障を実現

することを目的とする。ホームスタート方式による支援に取り組むことで、孤
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立したストレスの高い乳幼児家庭が、孤立から解放され、日常生活上の不安や

問題が解決され、地域資源やソーシャル・サポート・ネットワークにより支え

られ、以って子どもの安定した家庭生活を実現することを目的とする。 

［事業期間］ 2011 年 9 月 1 日～2014 年 8 月 31 日 

［事業地域］ 3 県 14 市町村を対象地域 

岩手県（釜石市※・山田町※・遠野市※・盛岡市・大船渡市） 

宮城県（石巻市※・東松島市※・名取市※・仙台市・南三陸町） 

福島県（郡山市・会津坂下町・いわき市・本宮市） ※ＳＣＪの活動地域 

［対象人口］ 1,080 家庭（3 年間で 80 家庭 x7 団体+40 家庭 x13 団体） 

［協働団体］  特定非営利活動法人ホームスタート・ジャパン 

※実施団体 20 団体含む 

［活動内容］ ① 特定非営利活動法人ホームスタート・ジャパンでは、福島県に所在する特

定非営利活動法人「こころの森」及び特定非営利活動法人「Commune with 助

産師」への訪問による本事業の説明、組織化援助、立ち上げ支援コンサルテー

ションを実施し、本事業の実施団体として事業立ち上げ。 

② ＳＣＪでは、上記団体への活動支援金を拠出し支援実施。 

③ 被災 3 県での事業拡大のため、ＳＣＪとホームスタート・ジャパンとの協

働事業推進会議を 2 回実施し、団体情報の共有、案件発掘のためのヒアリング

調査の協力。 

 

② 釜石ママハウス母子心身ケア協働事業 

［目的］ 釜石市で被災された親子への自立型支援施設である「ママハウス」を拠点に、

地域の特性、特技を生かした活動、①親たち（特に母親）の心身の健康、②マ

マネットワーク交流づくり・絆の再生、③文化的活動への参加機会の提供、④

子育て世代、特に母親へのエンパワメントを行い、親子が笑顔で居られる環境

づくりを目的とする。 

［事業期間］ 2011 年 12 月 1 日～2012 年 11 月 30 日 

［事業地域］ 岩手県釜石市 

［対象人口］ 子ども 約 100 人 おとな 約 100 人 

［協働団体］  母と子の虹の架け橋 

［活動内容］ 平田第 6 仮設団地に所在するママハウスをベースにした活動実施中。 

① 保健指導部門 

釜石病院の助産師（兼看護師）及び、スタッフ看護師による母子への健康相談・

指導。健康診断では解消できない日ごろ抱える健康への悩み・身体への不安、

乳幼児の健康・育児問題などを気軽な雰囲気の中で語り合い。 

② しゃべり場 

外来通院など、病院でしかお会いできない助産師さんによる妊娠・出産、バー

スコントロールなどの相談、保健師などによる健康相談を開催。また、ママら
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保護者の個別の相談の他、乳幼児の子育てやしつけなどの助言やメンタルヘル

スに関しての情報提供。 

③ 心理ケア部門（県臨床心理士会による隔週でのケア活動） 

子育ての悩みなどを語らうピアカウンセリングコーナーを設置、適宜必要なア

ドバイスを提供。 

 

③ 東日本大震災による県外避難中の子どもたちへの相談支援事業 

［目的］ 震災の影響により関西に避難している子どもや大人が社会から孤立すること

なく、必要な時に誰かとつながることのできる環境を支援者は創り、相談等に

より手を差し伸べることができる環境づくりをしていくことを目的とする。 

［事業期間］ 2011 年 12 月 1 日～2013 年 3 月 31 日 

［事業地域］ 関西地域（一部、福島県を含む） 

［対象人口］ 子ども 約 300 人 おとな 約 1,000 人  

［協働団体］  特定非営利活動法人み・らいず 

［活動内容］ ①電話相談、当法人相談室にて面談、家庭訪問、関係機関訪問 

②避難児童生徒に関わる学校関係者、福祉関係者への研修活動 

③フリースペースの開設 

④県外避難者支援団体との協働、教育・生活相談会 

⑤調査事業。福島県内でのネットワークづくり、県外避難予定者への事業の案

内など。 

 

④ 子ども着衣泳指導実施教室事業 

［目的］ 今回の震災による津波被害を教訓に、今後の津波対策を長期的に考えていく中

で、溺死防止のための着衣泳講習会が必要である。沿岸部に暮らす子どもをは

じめとした住民たちが、規模の小さい津波や、池や河川に落ちるなどの危機に

直面した時に、自らの命を守り、救助を待つために、“水面に浮いていられる”

技能である着衣泳を活用できるよう、その知識を伝えるとともに、技法を身に

付けてもらうことを目的とする。 

［事業期間］ 2011 年 8 月 27 日、28 日 

［事業地域］ 宮城県気仙沼市 

［対象人口］ 気仙沼市在住の市民および支援団体関係者 

約 100 名（うち、18 歳未満の子どもの参加者数 60 名） 

［協働団体］  特定非営利活動法人 SONERS 

［活動内容］ 沿岸部に暮らす子どもをはじめとした住民たちが、津波などの水災害時に“水

面に浮いていられる”技能である着衣泳を活用できる知識と技法を身に付ける

講習会の実施。 

 

⑤ 子どもサマースクール事業 
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［目的］ 今回の震災の影響で、地震の心を抑えて生活する子どもたちが多く見受けられ

る。また、現地の子どもを持つ親から、子どもが笑顔を取り戻す時間を作って

ほしいという要望が多く寄せられた。そこで、被災生活にある子どもたちを対

象に、自然体験の楽しさを味わってもらい、心を開放し笑顔になる時間を増や

すことで、被災地の子どものストレスを軽減し、さらには子どもの笑顔を見る

ことにより親達が抱えているストレスも軽減させることを目的とする。 

［事業期間］ 第一回 2011 年 7 月 30 日～8 月 2 日 

第二回 2011 年 8 月 9 日～8 月 11 日 

［事業地域］ 第 1 回：岩手県一関市、第 2 回：宮城県登米市 

［対象人口］ 気仙沼市内の小学生 4 年生から 6 年生  

第一回 20 名、第二回 20 名 

［協働団体］  特定非営利活動法人 森は海の恋人 

［活動内容］ 宿泊型自然体験学習、サマーキャンプを実施。川遊び、昆虫採集、キャンプを

通して、自然と遊ぶ楽しさ、友達と遊ぶ楽しさ、外で体を動かす楽しさを体験。

さらに、生物を食物としていることを実感することで生命の大切さを学習、ツ

リークライミングによって、自分の力でのぼりきる達成感や自信醸成を体得。

同時に、参加する大人が、子どもたちからの相談を聞く中で、被災地域の子ど

もの現状把握、今後の課題への対応実施。 

 

 [3] 教育 

１．学校環境改善のための支援事業 

本事業では、緊急支援から復興支援プロセスにおいて、すべての子どもたちが質の高い教育を受

けられるよう、被災地の教育委員会や学校と連携し、子どもたちの学習環境が早期に回復・整備

されることを目指す。主要な活動は以下の通り。 

 

① 給食補助食の支援事業 

〔事業期間〕 2011 年 5 月～2012 年 3 月 一部 2012 年も継続 

〔事業地域〕 宮城県石巻市・東松島市・七ヶ浜町・山元町、岩手県釜石市 

〔対象人口〕 幼稚園 3 ヶ所、小学校 66 校、中学校 32 校、高校 2 校、特別支援学校 1 校 計

21,342 名 

〔活動内容〕 震災により給食センターが被災し、栄養バランスのとれた給食が提供できない

学校や幼稚園等に対して、教育委員会を通じて栄養価の高い補助食（野菜ジュ

ース、ゆで卵、鉄分強化ゼリー、ハンバーガー、おにぎり、チーズ、牛乳、等）

やお弁当を提供、成長期の子どもが尐しでも栄養価の高い食事をし、学習やス

ポーツなどに専念できるよう支援。 

 

② 被災した子どもたちへの学用品の提供事業 

a) 新一年生へのランドセル等の配布 
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〔事業期間〕 2011 年 4 月～6 月 

〔事業地域〕 宮城県石巻市、東松島市ほか 

〔対象人口〕 小学校 53 校、計 2,710 名 

〔活動内容〕 下校時間に見舞われた震災により、多くの生徒がランドセルや勉強用具を流さ

れ使えなくなってしまったため、4 月中旬の学校再開を前に、教育委員会を通

じて被災地の子どもたちにランドセルと学用品等を配布。東京のボランティア

やスタッフがノート・筆記用具などの文房具をつめランドセル一式を準備。こ

れにより、被災した新 1 年生がランドセルや学用品とともに小学校での勉強を

開始できた。 

 

b) 被災した子どもたちへの学用品の提供 

〔事業期間〕 2011 年 6 月～2012 年 9 月 

〔事業地域〕 宮城県石巻市・東松島市・七ヶ浜町・山元町・気仙沼市、岩手県陸前高田市・

釜石市・山田町 

〔対象人口〕 小中学校 54 校、合計 7,267 人 

〔活動内容〕 震災で被災した小中学校の子どもたちが学校生活を送るために必要な絵の具

セット、体操着、リコーダー、水着などを学校を通じて提供、子どもたちの学

習への取り組みを改善することに寄与。 

 

③ 学校備品の提供事業 

a) 子どもにやさしい仮設トイレの設置 

〔事業期間〕 2011 年 5 月～2011 年 12 月 2012 年 3 月まで実施。 

〔事業地域〕 岩手県陸前高田市 

〔対象人口〕 小学校 2 校、中学校 1 校、計 622 名 

〔活動内容〕 緊急支援時、こどもひろばの活動を通して、子どもたちから「避難所や学校に

設置されていた仮設トイレが衛生面や設置場所、使い勝手において、安心・安

全でない」との意見。子どもたちからの意見により、新型のボックス型仮設ト

イレ 36 基を設置し、使い方に関するポスター作りなどを子どもたちと実施。

さらに、和式トイレに不慣れな小学校低学年の子どもたちを対象として、トイ

レの使い方を教えるワークショップを実施。新しい仮設トイレは、子どもたち

に大変喜ばれ、不衛生な点などトイレにまつわるストレスが軽減され、子ども

たちにとって使いやすいものにすることができた。 

 

b) 学校への音楽、体育関係備品等の提供 

〔事業期間〕 2011 年 6 月～2012 年 3 月 

〔事業地域〕 宮城県石巻市・東松島市・七ヶ浜町・山元町・気仙沼市、岩手県陸前高田市・

釜石市・山田町 

〔対象人口〕 保育園・幼稚園 23 ヶ所、小学校 84 校、中学校 39 校、高校 2 校、特別支援学
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校 1 校 計 21,130 名 

〔活動内容〕 震災で被災した学校に対して、教育委員会を通じてキーボード、キーボードス

タンド、楽器、体育用品、運動会用備品などの学校備品を提供、被災した学校

やその生徒たちの学習環境の改善に寄与。 

 

２．子どもの学習機会の改善事業 

本事業では、緊急支援から復興支援プロセスにおいて、すべての子どもたちが質の高い教育を受

けられるよう、教育委員会や学校、地域や企業等と連携し、子どもたちの学習機会が震災前の水

準に回復され、拡充されることを目指す。主要な活動は以下の通り。 

 

① 通学・部活動 交通手段の支援事業 

〔事業期間〕 2011 年 5 月～2012 年 3 月 一部 2012 年も継続 

〔事業地域〕 宮城県石巻市、岩手県陸前高田市・大船渡市 

〔対象人口〕 小中学校 23 校、高校 4 校、計 2,849 名 

〔活動内容〕 震災により公共交通機関が被災し、通学が困難になった生徒へ父母会を交通手

段としてタクシー・バスの支援を実施、学業の継続を支援。また、学校の校庭

やグラウンドが被災したり、仮設住宅によって使えなくなったため、内陸のグ

ラウンドで部活動や体育の授業を行うための移動手段としてのバス支援を教

育委員会や学校を通じて実施、子どもたちが思いきり体を動かして体力をつけ、

精神的なストレスを軽減させることに寄与。 

 

② 奨学金支援事業 

〔事業期間〕 2011 年 10 月～2012 年 3 月 農業系高校については 2014 年 3 月まで、水産

系高校については 2012 年 1 月から 2015 年 3 月まで継続予定。 

〔事業地域〕 宮城県石巻市・名取市・気仙沼市・美里町・大河原町・亘理町、岩手県久慈市・

大船渡市・宮古市・陸前高田市、福島県二本松市・いわき市・南相馬市・坂下

町・小野町、青森県八戸市 

〔対象人口〕 農業系高校 12 校 計 598 人、水産系高校 7 校 計 432 人（水産系高校への本格

支給は 2012 年 4 月から） 

〔活動内容〕 被災地においては、特に耕地の冠水などにより農業を生業とする世帯、また漁

船や養殖施設の流失などにより水産業を生業とする世帯の打撃が大きく、経済

的支援を必要とする生徒が多い。保護者の経済状況が悪化し学業の継続が困難

になった農業系・水産系高校に通う高校生に対して給付型奨学金を支給するこ

とによって、地元産業を支えていく農業系、水産系の高校生の学業の継続なら

びに人材の育成に貢献。 

 

③ オンライン学習支援事業 

〔事業期間〕 2011 年 10 月～2011 年 12 月。2012 年 2 月まで実施。 
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〔事業地域〕 岩手県陸前高田市 

〔対象人口〕 小学生 1 名、中学生 10 名（毎月 4 名 x5 ヶ月） 

〔活動内容〕 仮設住宅へ移動し、震災前と比較し子どもたちの学習時間の減尐が懸念される

中、首都圏の大学生と学習塾がボランティアで、学習機会が尐なくなった被災

地の子どもたちに対して、オンラインで学習指導を実施。毎週 2 回、小学校 5

年生から中学校 3 年生の子どもたちが学習指導を受けた。また、高校受験を控

える中学 3 年生は受験情報やアドバイスを受ける機会が尐ないところ、毎月 1

回、学習相談会を実施、勉強方法や受験に関するカウンセリングを実施、子ど

もの学習機会の改善に寄与。 

 

④ 保護者による地域子どもサポート（PTA グランツ）事業 

［目的］ 被災の影響によって、通常の活動が実施できない子どもたちのスポーツ、なら

びに文化・郷土芸能活動への継続的な参加を、尐額の活動支援金を支援するこ

とで、子どもたちの日常性の回復、ならびに教育的、身体的及び社会的な発達

を容易にする機会と環境づくりを行うことを目的とする。 

［事業期間］ 2011 年 7 月 1 日～2012 年 9 月 30 日 

［事業地域］ 岩手県（釜石市・大槌町・山田町・陸前高田市・大船渡市） 

［対象人口］ 対象地域に暮らす小・中学生 約 1,250 人 

［活動内容］  公募による尐額の活動支援金交付事業。 

① 対象事業：岩手県の小学生・中学生を対象にして実施する活動。 

被災の影響によって、通常の活動が実施できない子どもたちのスポーツ、なら

びに文化・郷土芸能活動のうち；（1）被災前に父母会やＰＴＡ会費などによ

って負担されていた活動参加や物品購入（2）地域の郷土芸能で子どもも一緒

に活動している団体の活動参加や物品購入等 

② 支援団体と支援対象活動（第 1 回事業 25 団体、第 2 回事業前期 15 団体） 

 

３．防災・減災 

［事業の大枠］ 本事業では、被災地の子どもが、自らの命を守り抜くための姿勢と行動力を知

識と実践で身につけ、その後の復興プロセスを支えるための支援者となること

を目指す。 

 

① 学校における防災備品の整備支援事業 

〔事業期間〕 2011 年 5 月～2011 年 12 月 一部 2012 年も継続 

〔事業地域〕 宮城県石巻市、東松島市、山元町、岩手県陸前高田市、釜石市、山田町 

〔対象人口〕 幼稚園・保育園 46 所、小学校 65 校、中学校 6 校、高校 4 校 計 22,163 人 

〔事業内容〕 震災を受け、各学校で防災意識が高まる一方、防災頭巾や救急キット、多機能

ラジオ等の基本的な防災用品が不足。また、原発事故を受け、学校へは毎日の

放射線量の測定義務が発生、一部購入できない学校があったため、学校におけ
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る防災用品の整備を支援。 

 

② 学校関係者に対する防災研修事業 

〔事業期間〕 2011 年 10 月～ 2012 年も継続実施予定。 

〔事業地域〕 宮城県石巻市 

〔対象人口〕 小学校、中学校の教職員、市役所職員等計 42 人 

〔事業内容〕 被災したエリアの学校関係者に対し、教育委員会との共催による防災研修の実

施を支援。被災地における防災教育の取り組みの拡充に寄与。防災専門家の招

へい、プログラム策定、研修の実施、参加者からのフィードバック取りまとめ。 

 

 [4] 子どもにやさしい地域づくり 

１．子ども参加によるまちづくり事業 

“Speaking Out From Tohoku（SOFT）～子どもの参加でより良いまちに!～”  

本事業では、被災した子どもたちが、復興計画やまちづくりに対して、声をあげ、参加すること

でより良いまちをつくり、子ども参加型復興計画システムを構築することを目指す。主要な活動

は以下の通りだが、被災した子どもたち自身が地域の復興やまちづくりについて考え、意見表明

する場を提供することで、子どもたち自身が自信をつけ、エンパワメントにつながった。 

 

① 子どもまちづくりクラブ 

〔事業期間〕 2011 年 6 月～2011 年 12 月（2012 年も継続） 

〔事業地域〕 岩手県陸前高田市・山田町、宮城県石巻市 

〔対象人口〕 小学 4 年生～高校生 56 人（直接裨益者数） 

3 地域の 0～18 歳人口計 31010 人（間接裨益者数） 

〔活動内容〕 小学 4 年生から高校生の子どもたちが週 1 回程度定期的に集まり、自分たちのま

ちをより良くしていくために活動し、のべ 453 名が参加。定期的な活動に加え、

8 月の子どもまちづくりリーダーツアー（計 59 名参加）、10 月の建築見学ツア

ー、9 月・12 月の地域報告会（計 113 名参加）等を通じて、子ども同士だけで

はなく、地域・行政の方々と話し合い、まちづくり・建築といった専門家もまじ

え、地域の復興に向けたまちづくりを考察。同時に、大学生・大学院生計 20 名

を対象に、子どもに寄り添うチャイルドファシリテーター研修を実施、「ことな

世代」を対象とした子ども参加の支え手を育成。 

 

② Hear Our Voice 子どもたちの声 

被災した子どもたちにアンケートや聞き取り調査といった形で、被災した子どもたちの復興計画

やまちづくりに対する思いや考えを集め、社会に発信し、復興計画やまちづくりに子どもたちの

声を反映するために計 3 種類の調査を実施した。 

 

a) Hear Our Voice1 子どもたちの声～子ども参加に関する意識調査～ 
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〔実施期間〕 2011 年 5 月～6 月 

〔事業地域〕 岩手県釜石市・陸前高田市・山田町、宮城県石巻市、東松島市、亘理町 

〔対象人口〕 小学 4 年生～高校 3 年生、計 11,888 名 

〔活動内容〕 被災した子どもたちの地域の復興やまちづくりに対する参加意識を計るために、

アンケート調査を実施。その結果、約 1 万 1 千人の子どもたちのうち、約 87％

が「自分のまちのために何かしたい」、約 77%が「自分のまちをよくするために、

人と話をしてみたい」と回答、被災した子どもたちの多くが自分たちの住む地域

の復興に向けたまちづくりに自ら進んで参加したいと考えている現状を把握。ま

た、これらの子どもたちの声に基づき、子どもの権利基盤型アプローチにのっと

って、子ども参加によるまちづくり事業の始動へと展開。 

 

b) Hear Our Voice2 子どもたちの声～まちづくりに関する意識調査～ 

〔事業期間〕 2011 年 7 月～2011 年 9 月 

〔事業地域〕 岩手県釜石市・陸前高田市・山田町、宮城県石巻市・東松島市 

〔対象人口〕 小学 4 年生～高校生、合計 66 人 

〔活動内容〕 被災した子どもたちのまちづくりに関する意見を把握するために、聞き取り調査

を実施。毎回 4～5 名の子どもたちにワークショップ形式でまちのいいところや

まちづくりに対する意見を聞き取り、その結果を HP や動画を通じて社会に発信。

また、「子どもまちづくりクラブ」に参加していない子どもたちを対象とするこ

とで、より幅広い子どもたちの声を集めることができ、「子どもまちづくりクラ

ブ」の活動と連携を図ることができた。 

 

c) Hear Our Voice3 子どもたちの声～復興計画に関する聞き取り調査～ 

〔事業期間〕 2011 年 10 月～2011 年 12 月 

〔事業地域〕 岩手県陸前高田市・山田町、宮城県石巻市 

〔対象人口〕 小学 4 年生～高校生 

〔活動内容〕 「子どもまちづくりクラブ」メンバーを対象に、県・市町村の復興計画について

意見を聞く聞き取り調査を実施。聞き取り調査の結果は、子どもたち自身が意見

書としてまとめ、代表メンバーが各市町や各県の首長に提出という政策提言の実

施に至り、復興計画に子どもの声が反映されるきっかけとなった。 

 

③ 東北子どもまちづくりサミット～みんなが夢見るまち～ 

〔事業期間〕 2011 年 11 月 20 日（2012 年も継続） 

〔事業地域〕 宮城県仙台市 

〔対象人口〕 小学 4 年生～高校生、計 98 名、大人計 148 名 

〔活動内容〕 岩手県陸前高田市・山田町、宮城県仙台市の 3 地域の「子どもまちづくりクラブ」

メンバー計 38 名が、活動で考えてきた復興計画やまちづくりに対する意見を国・

県・市町の行政関係者、議員等をはじめとする参加者約 250 名に発表、各地域の
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“夢のまちプラン”について子どもと大人が一緒に意見交換を実施。子どもたち自

身が自分の意見を、地域を超えた政策決定者を含むより多くの大人に伝える機会

を提供、同時に、地域の復興計画をさらに良いプランにし、まちづくりに子ども

の意見が反映されるきっかけとなった。 

 

④ 政策提言 

〔事業期間〕 2011 年 5 月～2012 年 3 月（2012 年も継続） 

〔事業地域〕 国、岩手・宮城・福島県、宮城県石巻市、岩手県陸前高田市・山田町 

〔活動内容〕 「子どもまちづくりクラブ」および「Hear Our Voice 子どもたちの声」を通じ

て明らかになった子どもたちの声をもとに政策提言を実施。6 月には国の東日本

大震災復興構想会議、岩手・宮城・福島県に、また 11 月には岩手県陸前高田市・

山田町、宮城県石巻市に対し要望書を提出、“復興計画策定・実施・モニタリン

グ・評価というプロジェクトサイクルのすべてのプロセスに子どもたちの声を反

映させることができる、子ども参加の制度を創設すること”を訴えた。それによ

り、地域の復興やまちづくりにおける子ども参加およびそれをシステムとして保

障していくことの重要性に関して、政策決定者に働きかけることができた。 

 

 [5] その他 （共通３分野：子どもの保護、教育、子どもにやさしい地域づくり共通） 

1. こども☆はぐくみファンド 

① 単年度助成事業 

［目的］ 東日本大震災によって大きな被害が発生した 3 県（岩手県、宮城県、福島県）

にて活動する 0 歳～18 歳までの子どもを支援している非営利活動団体を対象

に、支援金の提供を通じて、以下の実現を図る。①対象者のニーズに合致した

事業を支援することを通じて、子どもの生活環境の改善をめざす。②被災地域

における各種の取組みにおいて、子どもの声を活かした運営体制が広がること

をめざし、団体間の学びあい等を促進する。 

［事業期間］ 2011 年 10 月 1 日～2012 年 3 月 31 日 

［事業地域］ 岩手県、宮城県、福島県 

［対象人口］ 13 団体 

［協働団体］  一般財団法人地域創造基金みやぎ（さなぶりファンド） 

［活動内容］ 岩手県、宮城県、福島県で子ども支援活動を実施するNPOへの活動助成支援。 

①支援対象：岩手県、宮城県、福島県において、子どもに関わるプロジェクト

を実施している団体が取り組むプロジェクト 

②支援対象団体：１．子どもの権利条約の理念を尊重し、具体化するような事

業を実施している団体 ２．公益社団法人 セーブ・ザ・チルドレン・ジャパ

ン（以下、ＳＣＪ）のミッションに賛同する団体 ３．岩手県、宮城県、福島

県に主たる事務所を置く団体 ４．0 歳～18 歳未満の子ども・若者を対象に支
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援活動をしている非営利活動団体（法人格を問わず）５．団体の活動に関する

情報を発信、事業報告をすることができる団体 

③支援金額：一団体あたりの上限金額 30 万円 

［支援団体］ 13 団体 

 

2.  政策提言 

① 県の復興計画に対するパブリック・コメント 

〔事業期間〕 2011 年 7 月～8 月 

〔事業地域〕 岩手県、宮城県、福島県 

〔活動内容〕 各県の復興計画案に対するパブリック・コメントの募集に対応し、子どもの権利

に基づき復興計画を修正するよう提言。 

 具体的には、子どもが主体であること、居場所を確保すること、子育て世帯を支

援すること、子どもの回復力に着目すること、子どもの視点の防災教育などを提

言。 

 

Ⅵ 政策提言活動 

１．保健/栄養分野 EVERY ONE 

EVERY ONE は、5 歳未満児の死亡率削減（ミレニアム開発目標（以降 MDG4）の達成）を目

標に SC インターナショナルが世界規模で実施するキャンペーンである。2011 年は 2010 年に引

き続き、SCI との連携による情報収集、共同アドボカシー活動と情報発信、ならびに GII/IDI 懇

談会（保健分野の政策提言を行う国内 NGO ネットワーク）および「動く→動かす」（世界の貧

困解消のためのキャンペーンと政策提言を行う NGO ネットワーク）に参加し、日本政府の保健

分野の MDGs 達成に向けたコミットメントを引き出すための共同アドボカシー活動を展開した。 

5 月の G8、11 月の G20 では SC の政策提言を日本政府に届け、母子保健へのコミットメント

拡大、特に保健人材の拡大、ワクチンへのアクセス向上、栄養改善と食料安全保障への拠出増額

を働きかけた。また 9 月の国連サミットでは SC による大規模な「保健人材拡大キャンペーン」

が展開され、日本でも GII/IDI 懇談会 NGO メンバーの賛同を募り、日本政府に保健人材拡大に

向けた具体的コミットメントを求める共同提言書を提出し、アドボカシー活動を行った。 

 

２．教育分野 

紛争や緊急事態に巻き込まれた子どもたちの教育の機会と場を確保することを目指す

「Rewrite the Future(RTF)一緒に描こう！子どもの未来」キャンペーンが 2010 年にいったん

終了したため、2011 年は、SC としての次の教育計画（2012-15 年の教育セクター戦略）が発表

される間の年となった。一方、RTF キャンペーン終了後も、SCI のグローバル・イニシアティ

ブとして、紛争下の教育に重点が置かれていることには変わりがない。 

ミレニアム開発目標(MDGs)と万人のための教育（EFA）などの国際目標達成年が 3 年後に迫

り、国際的にこれら目標達成のための資金調達の動きが活発化した。11 月には、途上国の教育

予算確保を支援するための国際的な資金枠組みである「教育グローバル・パートナーシップ
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（GPE）」の第 1 回会合がコペンハーゲンで開催され、それに向けてＳＣＪも加盟する Japan 

NGO Network for Education (JNNE)は、日本政府による資金協力の増加を求めるアドボカ

シー活動を展開した。また、JEEN のメンバーとして、ＳＣＪは、日本政府が 2011 年に発表した

「日本の教育協力政策 2011-2015」につき、政策実施をモニタリングするために確固とした指標

を設定していくことをはたらきかけている。 

 

３. 子どもの保護分野 

 SCI の子どもの保護に関わるグローバル・イニシアティブでは、これまでの「不適切な養育を

受ける子ども」「緊急時における子どもの保護」「児童労働」の重点的テーマのほか、2012 年

1 月より「身体的及び屈辱的な罰」が新たに加えられることが決定された。2011 年 11 月にモナ

コ公国で行われた欧州評議会期中には、子どもの保護のための 3 か年実施戦略 NGO ワークショッ

プへ参加したり、12 月に日本国内で行われたシンポジウムで登壇したりするなど、すべての子

どもたちをあらゆる形態の暴力から守る努力を推進してきている。 

 また東日本大震災復興支援事業においては、震災遺児・孤児への支援や避難所運営など国内の

防災関連の取り組み等において、子どもの保護の観点を施策へ取り入れるためのはたらきかけを

行っている。 

 

４．子どもの権利ガバナンス（Child Rights Governance : CRG） 

2011 年は世界の子どもの権利運動にとって歴史的な年となった。子どもの権利を実効的に保障

する国際的なメカニズムを創設する国連子どもの権利条約新議定書が国連総会で採択されたの

だ。ＳＣＪは国際的なキャンペーンと連携しつつ、2009 年より国内キャンペーンの事務局を務

めてきた。 

【世界の動き】 

2011 年 1月 13 日 新議定書の修正議長草案が発表される 

2 月 10 日、11日、14 日～16日 第 2回オープンエンド作業部会後期会合開催 

2 月 16 日 口頭での修正を加えた議長案が発表され、全会一致で採択される 

6 月 17 日 国連人権理事会第 17 会議最終日に、新議定書案を含む決議案が全会一致で採択され

る。日本政府は同決議案の共同提案国となる 

11 月 15 日 国連総会第三委員会において、新議定書案を含む決議案が全会一致で採択される。

日本政府は同決議案の共同提案国となる 

12 月 19 日 国連総会において、新議定書案を含む決議案が全会一致で採択される。日本政府は

同決議案の共同提案国となる 

【ＳＣＪの動き】 

2011 年 1月 13 日 外務省人権人道課長と面談 

2月 3日 民主党子ども男女共同参画調査会子どもの権利条約ワーキンググループ第 1回会合に

て新議定書について報告 

2 月 10 日、11日、14 日～16日 第 2回オープンエンド作業部会後期会合に参加 

2 月 23 日 2 月 23 日 子どもの権利条約総合研究所との共催で、院内セミナーを開催 
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3 月 8日 第 6回院内セミナーを主催 

6 月 16 日 子どもの権利条約総合研究所主催院内セミナーにて報告 

6 月 25 日 東洋大学人間科学総合研究所の協力を得て、ＳＣＪ、プラン・ジャパン、KANSARI の

共催で子ども向けワークショップを実施 

8 月 27 日、28日 尚絅学院大学・中高等学校の協力を得て、子ども向けワークショップを実施 

9 月 8日 外務省人権人道課長と面談 

10 月 28 日 民主党幹事長室にて高井美穂衆議院議員（民主党副幹事長）と金子健一衆議院議員

（企業団体対策委員会副委員長）と面談 

谷博之法務省政務官と面談 

11 月 2 日 外務省人権条約履行室長と面談 

 

５．緊急・復興支援分野 

11 月 20 日・21 日のモナコでの欧州評議会主催の国際会議の初日の全体会合の最後に、特別報告

として、東日本大震災とセーブザチルドレンの緊急・復興支援活動の概要について報告し、東日

本大震災の経験を踏まえた日本からの提言として、緊急時における子どものための東北国際研究

所（仮称）構想を紹介し、今後の研究成果に基づき、必要であれば DRRP (Disaster Risk Reduction and 

Preparedness）に関する子どもの権利を保障する新議定書案の策定を国際社会に提言する可能性

も含めて報告した。 

 

６．政府開発援助（Official Development Assistance :ODA）への働きかけ 

世界の貧困解消を目指す NGO ネットワーク「動く→動かす」（GCAP Japan）の運営委員と政

策チームに参加し、NGO-JICA 協議会 NGO 側コーディネーターを務め、NGO-外務省定期協議

会にも出席し、日本政府の ODA 維持・増額および質向上に対する提言を継続した。震災後、復

興予算財源確保のために民主党より ODA 削減の提案が申し入れられたことを受け、4 月には「動

く→動かす」と一員として共同提言書の提出や議員へのロビー活動に参加した。また、6 月の日

本政府主催の MDGs フォローアップ会合に国際 NGO 代表として SC インド事務局長の参加を

働きかけ、同事務局長が MDGs フォローアップ会合に正式に参加すると共に、ODA の維持・増

額、MDGs 達成の重要性を訴える国会議員向け勉強会や一般向けシンポジウムにも参加した。 

 

 

Ⅶ 広報事業活動 

1. 個人向け広報事業 

広報事業は、ＳＣＪの事業活動を一人でも多くの方々に広く知らしめ、いただいた支援金によっ

てどのような支援活動が展開されたかを説明し、さらに個人と法人問わず多くの支援者を獲得す

ることを主たる目的としている。 

 

広報では、年間を通じて露出が多かった。まず、3 月の東日本大震災以降、被災地での子どもの

保護の観点から安心安全に遊べる場所「こどもひろば」の設置の初動緊急支援活動が、テレビ、
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新聞、雑誌など多くのメディアで取り上げられた。特出すべきは、国内メディアのみならず、海

外メディアでの注目が多く、さまざまな国での初動活動の露出が多かった。これは、震災後すぐ

に設置ができたことから、その迅速性が高く評価されたことによるものである。その後の、教育

の分野においても、幼稚園生・小学生・中学生への給食支援や、オンラインで学ぶ機会提供、奨

学金の支援など、多く報道された。さらに、子どもたち自身がまちづくりに参加する仕組みは画

期的で、「子どもまちづくりクラブ」の組織化から、子どもたち自身による「夢のまちプラン」

を各行政へ提案するなど、子どもにやさしい地域づくりにおいても、露出とともに子どもの参加

の啓蒙活動に貢献した。特に国内においては、全国を対象にしたメディアのみならず、被災地を

はじめとする地元のメディアの方々との良好な関係構築を図ることができ、支援活動を地域の

方々とともに実施しているはご支援いただいている企業・団体との連携も増え、各種キャンペー

ンや各連携事例での露出も大幅に増えた。 

 

また、ホームページも全面的にリニューアル。日本語と英語のサイトを構築し、国内外への情報

発信ならびに、ご支援いただいた方に対する説明責任強化を実施。各国の活動とともに、復興支

援事業の柱である、子どもの保護、教育、子どもにやさしい地域づくり、それぞれの活動内容を

随時アップデートできる仕組みを構築。ホームページ内のコンテンツの充実化を図ったことから、

東日本復興支援事業開始後、ホームページへの流入数も大幅に増えた。ご支援いただいた方への

メールマガジンの配信も強化。ニュースレターもページ数を増やし、いただいた支援金がどのよ

うな形で子どもたちの支援活動に使われ、子どもたちにどのような成果を生み出しているのかを

お伝えするメディアの強化を行った。Twitter やフェイスブックなど、SNS でのライブな情報発

信を実施。ご支援者ならびに関係者とのインタラクティブな関係性の構築の強化、ならびにその

方々から情報発信していただくなど、拡がりを見せた。 

 

復興支援事業を積極的に展開していることから、各種講演会、セミナーなどでの支援活動内容を

ご説明させていただく機会も増えた。 

 

個人からの支援は、東日本大震災における復興支援活動実施以降、支援活動に賛同していただけ

る方が増え、多くの方からの支援が集まった。国内の復興支援事業にとどまらず、これを機に海

外での支援活動への関心も持っていただく方々も多く、新規寄付者獲得に至った。また、ダイレ

クトメールを中心にプロモーションを継続的に実施。多くの媒体社、印刷会社、発送会社の多大

なる協力を得て、昨年同様、新規寄付者獲得に貢献した。 

 

2. 法人向け広報事業 

法人向け広報事業は、一昨年より準備をすすめていた・重点企業の選定、・新規企業に対するア

プローチ、・寄付金の獲得のみではなく企業の持つビジネスアセットを支援に活用する提案の実

施といった施策が東日本大震災の発生による企業支援対応に大いに役立ち、国内外のグローバル

企業との連携のスタートが可能となった。 
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・東日本震災関連 

東日本震災支援は、企業支援の意向も高く、ＳＣＪは戦略的に緊急支援期、復興期に分けて企業

連携の活動を行った。 

 

① 緊急期 

緊急期は、避難中の子どもたちやそのご家族を中心に必要物資を届けたり、ＳＣＪが被災地で活

動するための基盤づくりなどへのサポートを企業連携により頂いた。 

1） 避難所配布物資支援 

日本トイザらス株式会社、ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス株式会社、イケアジャパン

株式会社、キリンビバレッジ株式会社、株式会社ファミリーマートからは、おむつ、こども服、

毛布、おもちゃ、水等の提供、とともに被災地までのトラック手配の支援を頂いた。 

バックトゥスクールキット 

被災した小学新一年生に株式会社セイバンよりランドセルの提供を受け、文具セットとともに配

布した。 

2） ＳＣＪＳＣＪ活動基盤でのサポート 

ＰＣＡアセットマネジメント、ＭＨＤモエヘネシーディアジオ株式会社、キャピタランドグルー

プやSCメンバー経由の多くの外資系企業や200件以上にのぼる国内企業からのご支援は事業実

施にあたってのスタッフの雇用、事務所の設置といったＳＣＪＳＣＪ支援活動の基盤作りのサポ

ートとなった。また物品寄付でも日産自動車株式会社、ビー・エム・ダブリュー（以降ＢＭＷ）

からは復興支援活動の足となる車両の提供を頂いた。更に、ボストンコンサルティンググループ、

アクセンチュアからは、支援事業プログラム作成のサポート、支援事業のスケールアップ、スピ

ードアップといった面でのプロボノでのコンサルティングを受けた。 

 

② 復興期 

緊急期を過ぎ、中期、復興期にあたっては事業地においても中長期的な具体的な支援ニーズが判

明し、それに伴い企業支援活動を行った。こちらの支援は一次金的な支援を獲得するのではなく 

企業が中長期的にサポート可能なように、コーズマーケティング、ビジネスアセットの活用、 

ボランティア参加を組み合わせ、プログラムニーズと支援ニーズを結びつける連携を念頭に 

企業との折衝を行った。日本のグローバル企業との連携を下記いくつかの事例で紹介する。 

 

サントリー、キリンはそれぞれ一次産業の水産、農業高校に対する奨学金事業の連携で、 

大型支援を頂いた。企業側のニーズである、産業再生と次世代支援を念頭に今回の震災で大打撃

を受けた、水産業、農業を提案し、学生が卒業後もこれらの１次産業を担って故郷の発展に寄与

できるよう水産高校、農業高校に１～３年生に３年間の返還義務のない奨学金プログラムの実施

をスタートさせた。また、サントリーとは「福島の子どもたちを元気にするプロジェクト」も 

立ち上げ、放射線の影響で外で自由に遊ぶ事が出来なくなった子どもたちを、安全な地域での 

林間学校に招待をしたり、避難の関係でバラバラになってしまった子どもたちをこちらも安全な 

地域で再会させる事業も行った。 
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ＳＣＪはソニーと共同で「ＲＥＳＴＡＲＴ ＪＡＰＡＮファンド」を設立した。 

これは、ＳＣＪとソニーが緊急期だけではなく、復興期も併せ継続的に支援活動を実施し、かつ 

他の企業や、個人の方々の支援も加えながら緊急支援には継続支援が必要な事を啓蒙しながら 

ファンディングを行っていくという新しい緊急支援スキームである。 

① ソニーを中心とした企業のコーズマーケティングやポイント寄付、例えば、ミュージシャン 

ＴＵＢＥによる支援ソング「ＲＥＳＴＡＲＴ ＪＡＰＡＮ」ＣＤ売上寄付、ソニーポイントから

の寄付、②ソニーを中心とした企業のビジネスアセットによる支援プログラムの実施、例えば 

社員による学校でのラジオ制作や蓄電システムの作成といった科学実験教室の実施、ＦＩＦＡ 

ワールドカップサッカー公式スポンサーとしてのチャリティマッチの実施や被災地でのクラブ

ワールドカップパブリックビューイングの実施。③他企業も巻き込んでのプログラム実施、例え

ば、プロカメラマン、出版社等と連携し、被災地の子どもたちにデジタルカメラによる 

子どもたちのレポート作成をワークショップを行いながら支援、最終的に「３/１１キッズフォ

トジャーナル」の出版に至る、また出版印税の一部をリスタートファンドへ支援のような連携を

行った。「ＲＥＳＴＡＲＴ ＪＡＰＡＮファンド」はソニー以外の企業も複数参加し２０１２年

「子どもたちの夢実現」に向かいさらなるプロジェクトをスタートさせる予定。 

 

・海外事業 

企業支援が東日本支援に回ったため、必然的に海外事業にかける時間は限られた。 

また、企業側意向によるいままでの海外支援から東日本支援へのシフトも目立った。 

但し、こちらも重点企業施策の結果が表れてきており、パートナーとしての具体的な案件提案を

中心に活動し、前年比１３０％の収入と全体収入からすると小さいが前年を上回った。 

 

・２０１２年に向けて 

いくつかの国際ＮＧＯが東日本震災支援から手を引くこともあり、まだまだ企業の東日本支援に

おいてＳＣＪとの連携を求めてくる可能性が大きい。上述企業の海外も含めた継続支援とともに、

新たな企業も取り込みＳＣＪの企業連携の幅を広げてゆきたい。 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 



２０１１年度事業報告の付属明細書 

 

 

２０１１年度事業報告の内容を補足する重要な事項はない 

 

以上 

 



財　務　諸　表  等

自　２０１１年 ４月 １日

至　２０１１年１２月３１日

公益社団法人　セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

東京都千代田区内神田２－８－４



(単位：円)
科　　　目 当年度

Ⅰ．資産の部

　１．流動資産

        現金預金 1,454,829,942

        海外現金預金 20,295,035

        前払事業費 131,152,683

        未収金 72,652,447

        棚卸資産 30,369,173

        前払費用 7,330,721

        前払金 21,709,157

        立替金 776,886

　　　　　　 　 流動資産合計 1,739,116,044

　２．固定資産

        (1)基本財産

            定期預金 50,000,000

                 基本財産合計 50,000,000

        (2)特定資産

            退職給付引当特定資産 11,476,500

            減価償却引当特定資産 8,473,402

            海外事業安定化積立特定資産 23,934,215

            緊急援助事業引当特定資産 12,400,000

            国内事業引当特定資産 3,200,000

　　　　  　 　  特定資産合計 59,484,117

        (3)その他固定資産

            建物 40,605,758

            建物付属設備 3,122,222

            車両運搬具 6,004,313

            什器備品 2,586,986

            ソフトウェア 4,019,829

            敷金及び保証金 30,391,220

            　 　その他固定資産合計 86,730,328

　　　　　　　　固定資産合計 196,214,445

　　　　　資産合計 1,935,330,489

Ⅱ．負債の部　　 　

　１．流動負債

        未払金 224,806,836

        前受収益 149,505,518

        預り金 12,135,087

        賞与引当金 5,751,230

　　　　　  　  流動負債合計 392,198,671

　２．固定負債

        退職給付引当金 13,233,269

　　　　　　    固定負債合計 13,233,269

　　　　　負債合計 405,431,940

Ⅲ．正味財産の部 　

　１．指定正味財産 　

        指定寄付 1,416,479,621

 　　　　　　指定正味財産合計 1,416,479,621

　　　　 （うち基本財産への充当額） (50,000,000)

　２．一般正味財産 113,418,928

　　　 　 (うち特定資産への充当額）　　 (48,007,617)

          　  正味財産合計 1,529,898,549

　　　 　　負債及び正味財産合計 1,935,330,489

貸借対照表

2011年12月31日現在



(単位：円)
公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合計

公１ 収１
Ⅰ．資産の部

　１．流動資産

        現金預金 1,451,237,875 0 3,592,067 0 1,454,829,942

        海外現金預金 20,295,035 0 0 0 20,295,035

        前払事業費 131,152,683 0 0 0 131,152,683

        未収金 72,645,740 6,707 0 0 72,652,447

        棚卸資産 29,301,986 1,067,187 0 0 30,369,173

        前払費用 7,275,596 0 55,125 0 7,330,721

        前払金 21,709,157 0 0 0 21,709,157

        立替金 776,886 0 0 0 776,886

　　　  収益事業等会計 1,430,804 0 0 (1,430,804) 0

　　　　　　 　流動資産合計 1,735,825,762 1,073,894 3,647,192 (1,430,804) 1,739,116,044

　２．固定資産

        (1)基本財産

            定期預金 50,000,000 0 0 0 50,000,000

                 基本財産合計 50,000,000 0 0 0 50,000,000

        (2)特定資産

            退職給付引当特定資産 11,214,300 0 262,200 0 11,476,500

            減価償却引当特定資産 8,473,402 0 0 0 8,473,402

            海外事業安定化積立特定資産 23,934,215 0 0 0 23,934,215

            緊急援助事業引当特定資産 12,400,000 0 0 0 12,400,000

            国内事業引当特定資産 3,200,000 0 0 0 3,200,000

　　　　  　 　  特定資産合計 59,221,917 0 262,200 0 59,484,117

        (3)その他固定資産

            建物 40,605,758 0 0 0 40,605,758

            建物付属設備 3,122,222 0 0 0 3,122,222

            車両運搬具 6,004,313 0 0 0 6,004,313

            什器備品 2,586,986 0 0 0 2,586,986

            ソフトウェア 4,019,829 0 0 0 4,019,829

            敷金及び保証金 30,391,220 0 0 0 30,391,220

            　 　その他固定資産合計 86,730,328 0 0 0 86,730,328

　　　　　　　固定資産合計 195,952,245 0 262,200 0 196,214,445

　　　　　資産合計 1,931,778,007 1,073,894 3,909,392 (1,430,804) 1,935,330,489

Ⅱ．負債の部　　

　１．流動負債

        未払金 222,070,889 47,223 2,688,724 0 224,806,836

        前受収益 149,505,518 0 0 0 149,505,518

        預り金 11,598,558 10,047 526,482 0 12,135,087

        賞与引当金 5,262,244 0 488,986 0 5,751,230

　　　  公益目的事業会計 0 1,430,804 0 (1,430,804) 0

　　　　　  　流動負債合計 388,437,209 1,488,074 3,704,192 (1,430,804) 392,198,671

　２．固定負債

        退職給付引当金 13,028,069 0 205,200 0 13,233,269

　　　　　　  固定負債合計 13,028,069 0 205,200 0 13,233,269

　　　　　負債合計 401,465,278 1,488,074 3,909,392 (1,430,804) 405,431,940

Ⅲ．正味財産の部

　１．指定正味財産

        指定寄付 1,416,479,621 0 0 0 1,416,479,621

 　　　　　　指定正味財産合計 1,416,479,621 0 0 0 1,416,479,621

　　　　 （うち基本財産への充当額） (50,000,000) (0) (0) (0) (50,000,000)

　２．一般正味財産 113,833,108 △ 414,180 0 0 113,418,928

　　　 　 (うち特定資産への充当額）　　 (48,007,617) (0) (0) (0) (48,007,617)

          　正味財産合計 1,530,312,729 △ 414,180 0 0 1,529,898,549

　　　 　　負債及び正味財産合計 1,931,778,007 1,073,894 3,909,392 (1,430,804) 1,935,330,489

貸借対照表内訳表

科　　　目

2011年12月31日現在



（単位：円）

科　　　　　目 当年度

I 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

    ①基本財産運用益 40,000

    ②特定資産運用益 25,446

    ③受取入会金 60,000

    ④受取会費 8,055,000

    ⑤援助事業受託収入 519,286,563

        政府受託収入 137,351,020

        民間受託収入 377,237,949

        海外受託収入 4,697,594

    ⑥業務受託収入 384,687

　  ⑦事業収入 1,147,385

　　⑧受取寄付金 1,269,741,432

        無指定寄付 252,251,775

        指定寄付 1,017,489,657

    ⑨雑収入 7,200,772

　　　　　経常収益計 1,805,941,285

（2）経常費用

　　①事業費 1,769,675,079

        海外援助費 237,308,886

        緊急援助事業費 1,085,545,744

　　 　事業助成金等 73,294,496

　　 　海外事業活動費 128,130,702

　　　 広報事業費 168,812,006

　　　 その他事業費 76,021,213

　　　 収益事業費 562,032

　　②管理費 66,008,133

　   　　  経常費用計 1,835,683,212

　　　　　 評価損益等調整前当期経常増減額 △ 29,741,927

当期経常増減額 △ 29,741,927

２．経常外増減の部

（1）経常外収益

　　　①退職給付引当金戻入益 518,600

　　　②固定資産売却益 513,703

　　　　　 経常外収益計 1,032,303

（2）経常外費用

　　　①固定資産除売却損 893,198

　　　②その他の経常外費用 72,998

　　　　　 経常外費用計 966,196

当期経常外増減額 66,107

当期一般正味財産増減額 △ 29,675,820

一般正味財産期首残高 143,094,748

一般正味財産期末残高 113,418,928

II 指定正味財産増減の部

  ①受取寄付金等 2,177,243,114

　    指定寄付 2,177,243,114

  ②一般正味財産への振替額 △ 1,017,489,657

当期指定正味財産増減額 1,159,753,457

指定正味財産期首残高 256,726,164

指定正味財産期末残高 1,416,479,621

III 正味財産期末残高 1,529,898,549

正味財産増減計算書

2011年4月1日から2011年12月31日まで



（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計
公１ 収１

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1. 経常増減の部

（１）経常収益

①基本財産運用益 40,000 0 0 0 40,000

②特定資産運用益 25,446 0 0 0 25,446

③受取入会金 60,000 0 0 0 60,000

④受取会費 4,027,500 0 4,027,500 0 8,055,000

⑤援助事業受託収入 519,286,563 0 0 0 519,286,563

政府受託収入 137,351,020 0 0 0 137,351,020

民間受託収入 377,237,949 0 0 0 377,237,949

海外受託収入 4,697,594 0 0 0 4,697,594

⑥業務受託収入 384,687 0 0 0 384,687

⑦事業収入 59,560 1,087,825 0 0 1,147,385

教材等販売収入 59,560 0 0 0 59,560

グッズ販売収入等 0 1,087,825 0 0 1,087,825

⑧受取寄付金 1,207,760,799 0 61,980,633 0 1,269,741,432

無指定寄付 190,271,142 0 61,980,633 0 252,251,775

指定寄付 1,017,489,657 0 0 0 1,017,489,657

⑨雑収入 7,200,772 0 0 0 7,200,772

経常収益計 1,738,845,327 1,087,825 66,008,133 0 1,805,941,285

（２）経常費用

①事業費 1,768,173,074 1,502,005 -                   0 1,769,675,079

海外援助費 237,308,886 0 -                   0 237,308,886

事業実施費 113,156,471 0 -                   0 113,156,471

業務委託費 56,189,361 0 -                   0 56,189,361

雑費 30,374,586 0 -                   0 30,374,586

その他 37,588,468 0 -                   0 37,588,468

緊急援助事業費 1,085,545,744 0 -                   0 1,085,545,744

事業実施費 190,900,287 0 -                   0 190,900,287

資機材購入費 278,800,597 0 -                   0 278,800,597

奨学金支給費 53,820,000 0 -                   0 53,820,000

共同事業費 46,124,801 0 -                   0 46,124,801

給料手当 125,760,365 0 -                   0 125,760,365

雑給 16,745,037 0 -                   0 16,745,037

退職給付費用 1,048,500 0 -                   0 1,048,500

福利厚生費   23,221,817 0 -                   0 23,221,817

旅費交通費   54,870,484 0 -                   0 54,870,484

消耗什器備品費   93,919,071 0 -                   0 93,919,071

諸謝金 103,499,206 0 -                   0 103,499,206

賃借料   34,781,115 0 -                   0 34,781,115

雑費 18,418,626 0 -                   0 18,418,626

その他 43,635,838 0 -                   0 43,635,838

事業助成金等 73,294,496 0 -                   0 73,294,496

海外事業活動費 128,130,702 0 -                   0 128,130,702

海外事業活動費 29,055,055 0 -                   0 29,055,055

給料手当   81,938,723 0 -                   0 81,938,723

雑給 1,505,145 0 -                   0 1,505,145

退職給付費用   1,148,100 0 -                   0 1,148,100

福利厚生費   13,158,938 0 -                   0 13,158,938

その他 1,324,741 0 -                   0 1,324,741

広報事業費 168,304,556 507,450 -                   0 168,812,006

国内広報事業活動費 122,748,908 0 -                   0 122,748,908

給料手当   38,839,198 507,450 -                   0 39,346,648

雑給 51,340 0 -                   0 51,340

退職給付費用 602,400 0 -                   0 602,400

福利厚生費   6,062,710 0 -                   0 6,062,710

その他事業費 75,588,690 432,523 -                   0 76,021,213

賃借料 19,946,703 138,793 -                   0 20,085,496

諸謝金 9,710,166 53,206 -                   0 9,763,372

諸会費 30,586,346 167,596 -                   0 30,753,942

減価償却費 4,680,432 22,179 -                   0 4,702,611

雑費 2,894,318 7,129 -                   0 2,901,447

その他 7,770,725 43,620 -                   0 7,814,345

収益事業費 0 562,032 -                   0 562,032

正味財産増減計算書内訳表

科     目
法人会計 内部取引

消去
合計

2011年4月1日から2011年12月31日まで



（単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計
公１ 収１

正味財産増減計算書内訳表

科     目
法人会計 内部取引

消去
合計

2011年4月1日から2011年12月31日まで

②管理費 -                          -                        66,008,133 0 66,008,133

給料手当   -                          -                        38,899,794 0 38,899,794

退職給付費用 -                          -                        220,100 0 220,100

福利厚生費   -                          -                        6,055,498 0 6,055,498

減価償却費 -                          -                        909,329 0 909,329

賃借料 -                          -                        5,690,489 0 5,690,489

諸会費 -                          -                        6,871,453 0 6,871,453

外部監査費 -                          -                        2,100,000 0 2,100,000

その他 -                          -                        5,261,470 0 5,261,470

経常費用計 1,768,173,074 1,502,005 66,008,133 0 1,835,683,212

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 29,327,747 △ 414,180 0 0 △ 29,741,927

当期経常増減額 △ 29,327,747 △ 414,180 0 0 △ 29,741,927

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

①退職給付引当金戻入益 518,600 0 0 0 518,600

②固定資産売却益 513,703 0 0 0 513,703

経常外収益計 1,032,303 0 0 0 1,032,303

（２）経常外費用

①固定資産除売却損 893,198 0 0 0 893,198

②その他の経常外費用 72,998 0 0 0 72,998

経常外費用計 966,196 0 0 0 966,196

当期経常外増減額 66,107 0 0 0 66,107

他会計振替額 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 29,261,640 △ 414,180 0 0 △ 29,675,820

一般正味財産期首残高 143,094,748 0 0 0 143,094,748

一般正味財産期末残高 113,833,108 △ 414,180 0 0 113,418,928

Ⅱ　指定正味財産増減の部

①受取寄付金等 2,177,243,114 0 0 0 2,177,243,114

指定寄付 2,177,243,114 0 0 0 2,177,243,114

②一般正味財産への振替額 △ 1,017,489,657 0 0 0 △ 1,017,489,657

当期指定正味財産増減額 1,159,753,457 0 0 0 1,159,753,457

指定正味財産期首残高 256,726,164 0 0 0 256,726,164

指定正味財産期末残高 1,416,479,621 0 0 0 1,416,479,621

Ⅲ　正味財産期末残高 1,530,312,729 △ 414,180 0 0 1,529,898,549



１．重要な会計方針

当事業年度から公益法人会計基準（平成20年4月11日、平成21年10月16日改正 内閣府公益認定等委員会）を採用している。

（１）　棚卸資産の評価基準及び評価方法　

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）で評価している。

（２）　固定資産の減価償却の方法
　 建物・建物付属設備・車両運搬具・什器備品・ソフトウェア（リース資産を除く）-----定額法による減価償却を実施している｡

所有権移転外ファイナンスリースに係わるリース資産---リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）　引当金の計上基準
退職給付引当金は、当該年度末の要支給額に相当する額を計上している｡
賞与引当金は、支給見込み額のうち当期に対応している賞与相当額を計上している。

（４）　海外財務諸表の円換算
以下のとおり2011年12月銀行最終営業日ＴＴＭレートを採用している。

　 1USドル＝77.74円、 １ユーロ＝100.71円、１ポンド＝119.81円、１INR（インドルピー）＝1.48円（三菱東京ＵＦＪ銀行　12月30日）

（５）　消費税等の会計処理
税込方式によっている。

２．表示方法の変更
(正味財産増減計算書関係）
（１）前期において「海外援助受託収入」としていた収入については、「援助事業受託収入」に改めた。

３．追加情報　2011年4月1日に公益社団法人へ移行したので、当事業年度は、4月1日から12月31日までの9ヶ月間となっている。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　目 前期末残高 当期末残高
基本財産
　定期預金 50,000,000                                50,000,000                                     

        小　計 50,000,000                                50,000,000                                     

特定資産
  退職給付引当特定資産 9,682,100                                  11,476,500                                     

  減価償却引当特定資産 9,974,890                                  8,473,402                                       

  海外事業安定化積立特定資産 23,934,215                                23,934,215                                     

  緊急援助事業引当特定資産 12,400,000                                12,400,000                                     

  国内事業引当特定資産 3,200,000                                  3,200,000                                       

　　　小　計 59,191,205                                59,484,117                                     
　 　　　合　計 109,191,205                              109,484,117                                   

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　目 当期末残高 （うち負債に対応する額）
　　　　　  　  流動負債合計基本財産

　定期預金 50,000,000                                -                                                       

      小  計 50,000,000                                -                                                       

　　　　　　    固定負債合計特定資産
  退職給付引当特定資産 11,476,500                                (11,476,500)

  減価償却引当特定資産 8,473,402                                  -                                                       

  海外事業安定化積立特定資産 23,934,215                                -                                                       

  緊急援助事業引当特定資産 12,400,000                                -                                                       

  国内事業引当特定資産 3,200,000                                  -                                                       

     小  計 59,484,117                                (11,476,500)
     　　合　計 109,484,117                              (11,476,500)

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額､減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

当期末残高
  建物 44,920,614        4,314,856               40,605,758                                     

  建物付属設備 4,040,400          918,178                  3,122,222                                       

10,175,107        4,170,794               6,004,313                                       

5,080,198          2,493,212               2,586,986                                       

9,170,232          5,150,403               4,019,829                                       
73,386,551        17,047,443             56,339,108                                     

７．リース取引関係
（所有権移転外ファイナンス・リース取引）

　 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、及び期末残高相当額　 （単位：円）
什器備品

取得価額相当額 6,200,002

減価償却累計額相当額 4,528,626

期末残高相当額 1,671,376

(2)未経過リース料期末残高相当額 （単位：円）
１年以内 １年超 合計
562,011 1,172,935 1,734,946

(3)当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額　 （単位：円）
支払リース料 994,140

減価償却費相当額 926,978

支払利息相当額 35,005

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
利息相当額の算定方法は、リース料総額と取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっている。

８ ．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、以下のとおりである。　 （単位：円）

内容 金額
　指定寄付 1,017,489,657
　　合計 1,017,489,657

注　上記振替額は、経常収益への振替となっている。

９.　その他
前払事業費のうち、22,206,620円、建物　40,605,758円、基本財産50,000,000円、現金預金と海外現金預金のうち、1,303,667,243円は、指定正味財産に対応するものである。

  什器備品

未経過リース料期末残高相当額

   ソフトウェア
    合計

(50,000,000) (48,007,617)

取得価額 減価償却累計額

  車両運搬具

科　　目

-                                                    (12,400,000)

-                                                    (3,200,000)

-                                                    (48,007,617)

-                                                    -                                                       

-                                                    (8,473,402)

-                                                    (23,934,215)

(50,000,000) -                                                       

(50,000,000) -                                                       

4,514,950                                     4,222,038                                        

（うち指定正味財産からの充当額） （うち一般正味財産からの充当額）

-                                                    -                                                       

-                                                    -                                                       

4,514,950                                     4,222,038                                        

2,979,600                                     1,185,200                                        

1,535,350                                     3,036,838                                        

-                                                    -                                                       

-                                                    -                                                       

財務諸表に関する注記

当期増加額 当期減少額

-                                                    -                                                       



1．基本財産及び特定資産の明細
基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に関する注記「４．基本財産及び
特定資産の増減及びその残高」に記載しているため省略している。

２．引当金の明細
（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額 期末残高
目的使用 その他

賞与引当金 10,659,230 5,751,230 10,659,230 0 5,751,230

退職給付引当金 10,876,362 3,913,044 989,637 566,500 13,233,269

以上

附　属　明　細　書

当期減少額



財産目録

2011年12月31日現在

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金　　　額

Ⅰ.資産の部

　１．流動資産

           現金預金　

          　　 現金 各事務所手元保管 運転資金 816,405

           　　預金 普通預金

三菱東京UFJ銀行室町支店等 運転資金　援助事業等の目的に使用 1,454,013,537

               現金預金合計 1,454,829,942

　　　　　　　海外現金預金

           モンゴル 運転資金　援助事業等の目的に使用 19,489,651

ミャンマー　　　 運転資金　援助事業等の目的に使用 805,384

                海外現預金合計 20,295,035

　　　　　前払事業費 海外のセーブザチルドレン事務所 公益目的事業に使用 131,152,683

　　　　　未収金

東京本部　事業収入・寄付金 公益目的事業に使用 72,584,813

モンゴル　事業収入 公益目的事業に使用 67,634

                未収金合計 72,652,447

           棚卸資産

　　　　　　 倉庫保管　東日本震災支援物資 公益目的事業に使用 28,854,767

　　　　　　 手元保管　販売用本 公益目的事業に使用 447,219

　　　　　　 手元保管　ロゴ入りグッズ 収益事業に使用 1,067,187

　　　　　　　　棚卸資産合計 30,369,173

           前払費用

東京本部事務所　家賃共益費 公益目的事業・収益事業・管理業務に使用 4,234,886
大阪府大阪事務所　家賃共益費 公益目的事業・収益事業・管理業務に使用 200,000
宮城県・岩手県　社宅等家賃 公益目的事業に使用 2,281,475
その他 公益目的事業に使用 614,360

          　　 前払費用合計 7,330,721

          前払金 パートナー団体　東日本震災復興支援協働事業費 公益目的事業に使用 21,709,157
　　　　 立替金

東京本部　外国人スタッフ立替金　　　 公益目的事業に使用 725,033

モンゴル　 公益目的事業に使用 51,853

　　　　　　　立替金合計 776,886

流動資産合計 1,739,116,044

　２．固定資産

　　　(1)基本財産　 定期預金　三菱東京UFJ銀行室町支店 公益目的事業に使用 50,000,000

　　　(2)特定資産

　　　　　退職給付引当特定資産 定期預金　三菱東京UFJ銀行室町支店 公益事業・収益事業・管理業務に使用 11,476,500

　　　　　減価償却引当特定資産 定期預金　三菱東京UFJ銀行室町支店 公益目的事業に使用 8,473,402

　　　　　海外事業安定化積立特定資産 定期預金　三菱東京UFJ銀行室町支店 公益目的事業に使用 23,934,215

　　　　　緊急援助事業引当特定資産　 定期預金　三菱東京UFJ銀行室町支店 公益目的事業に使用 12,400,000

　　　　　国内事業引当特定資産　 定期預金　三菱東京UFJ銀行室町支店 公益目的事業に使用 3,200,000

　　　　　　特定資産合計 59,484,117

　　　(3)その他固定資産

           建物

岩手県　簡易プレハブ作り　５棟 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 33,834,371

モンゴル 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 6,771,387

　　　　　　　建物合計 40,605,758

           建物付属設備 東京都　本部事務所　内部造作 公益目的保有財産 公益目的事業、収益事業、管理業務に使用 3,122,222

           車両運搬具

アフガニスタン　自動車2台 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 4,068,008

モンゴル　自動車2台 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 1,802,557

ミャンマー　バイク８台　　　　 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 133,748

　　　　　　　車両運搬具合計 6,004,313

           什器備品

　　　　　　　 東京本部　電話交換機　コンピューター等 公益目的保有財産 公益目的事業、収益事業、管理業務に使用 2,151,176

　　　　　　　 モンゴル　コンピューター等　　　　　 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 307,928

　　　　　　　 ミャンマー　発電機 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 127,882

　　　　　　　什器備品合計 2,586,986

           ソフトウェア 東京本部　 支援者管理ソフト等 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 4,019,829

           敷金及び保証金　

　　　　　　　事務所賃借保証金 東京都　本部事務所 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 27,946,620

　　　　　　　事務所賃借保証金 大阪府　大阪事務所 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 600,000

　　　　　　　その他 宮城県・岩手県　社宅等敷金 公益目的保有財産 公益目的事業に使用 1,844,600

　　　　　　　　　敷金及び保証金合計 30,391,220

　　　　　　　　　その他固定資産合計 86,730,328

固定資産合計 196,214,445

資産合計 1,935,330,489



財産目録

2011年12月31日現在

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金　　　額

Ⅱ.負債の部

　１．流動負債

           未払金

東京本部　　　　　　　

　　　　　　　 返還額 公益目的事業に係る 87,225,789

　　　　　　　 　外務省等　政府受託収入返還金未返還額 公益目的事業に係る 14,007,510

　　　　　　　 　東日本震災復興支援事業費未払額 公益目的事業に係る 73,178,819

　海外セーブ・ザ・チルドレン事務所 公益目的事業に係る 25,727,547

　　　　　　　 　職員未払給与等 公益目的事業・収益事業・管理業務に係る 23,510,244

モンゴル事務所 公益目的事業に係る 1,156,927

               未払金合計 224,806,836

       　 前受収益

　　　　　　　 外務省　草の根支援無償 公益目的事業に係る 116,272,819

　　　　　　　 特非）ジャパンプラットフォーム　緊急援助 公益目的事業に係る 20,767,070

その他 公益目的事業に係る 12,465,629

　　　　　　　前受収益合計 149,505,518

           預り金

ベトナム事業寄付 公益目的事業に係る 7,007,400

職員の社会保険、所得税等の預り 公益目的事業・収益事業・管理業務に係る 5,127,687

　　　　　　　預り金合計 12,135,087

           賞与引当金 職員への賞与 公益目的事業・収益事業・管理業務に係る 5,751,230

流動負債合計 392,198,671

　２．固定負債

           退職給付引当金

本部　　　　　　　 公益目的事業・収益事業・管理業務に係る 11,476,500

モンゴル 公益目的事業に係る 1,756,769

               退職給付引当金合計 13,233,269

固定負債合計 13,233,269

負債合計 405,431,940

正味財産 1,529,898,549








